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第1章 序論

1.1研究の背景

現在,石油,石炭など,化石燃料の燃焼時に排出される C02等の温室効果ガ

スが気候変動,生態系の破壊,海面上昇の原因である地球温暖化,窒素酸化物

(NOR),硫黄酸化物(SO玉)が森林や湖沼の破壊を行う酸性雨の原因として問題と

なっている｡

地球温暖化の原因である温室効果ガスの削減について,1997年に開催された

COP3(国連の第 3回気候変動枠組み条約締約国会議,通称,地球温暖化防止

京都会議)において削減目標(日本の場合,2010年までに 1990年を基準に 6%

削減する)が決められた｡それを受けて,1998年,｢地球温暖化対策の推進に関

する法律｣が制定されたが,1999年には逆に排出量が7%増加した｡さらに,2002

年 3月,政府の地球温暖化対策推進本部によって｢地球温暖化対策推進大網｣

が決定された(1)｡｢地球温暖化対策推進大網｣は,温室効果ガス排出量削減を図

るため,長期的なェネルギー需給の見通しに配慮しつつ,産業,民生,運輸の各

部門における省エネルギーを図るとともに,風力発電,太陽光発電,廃棄物発電,

バイオマスエネルギーなどの新エネルギーや原子力の導入を促進し,エネルギー

の需給両面にわたる対策を推進しようとしている｡

新エネルギーとして期待される風力発電は各国で導入されており,2003年末の

総設備容量は3,200万kWを超えており,ドイツの1,200万kWを筆頭に,アメリ

カ,スペイン,デンマーク,インドにおいて開発が進んでいる｡日本では設備容量

としては世界 12位であるが,2000年に 12万kW であったのが,2002年には 38

万kWと導入が急増し,すでに500基以上の大型風力発電装置が運転されている｡
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現在はまだ,年間電力消費量の 0.1%にも達しないが,2010年までに300万kW

の導入が目標とされている(2)0

大型風力発電装置の導入とともに,小型風力発電機(翼直径 7m未満)の導入

も盛んに行われ,国内で3000台以上運転されている｡小型風力発電機は街路灯,

無線の中継基地,山小屋などの独立電源や,公共の建物,住宅用に商用電源と

系統連系し使用されている(3)0

太陽光発電に関して,1974年から2000年までのサンシャイン計画によって,実

用化のため太陽電池変換効率の向上など,技術開発が行われた｡日本における

導入実績は2000年末で31.7万 kW に達している｡このうち,NEDO(新エネルギ

ー･産業技術総合開発機構)が実施した公共施設用太陽光発電フィールドテスト

事業によって,1992年～1997年に 4,900kW の設置,産業等用太陽光発電フィ

ールドテスト事業によって1998年～2000年に8,400kWの設置がなされ,実負符

での運転データの収集･解析を行い,実用性の検証が行われた｡さらに,太陽光

発電の普及を広めるために,住宅への導入を拡大して,量産効果による価格低

減を喚起することが必要とされ,経済産業省では住宅用太陽光発電の設置者に

対して設置費用の一部の補助を行っている.その結果,1994-1996年度のモニ

ター事業において3,590件(約 1.3万W),1997-1999年度の導入基盤整備事業

において27,885件(駒 lo.1万kW)の導入がなされた(4)0

地球温暖化問題は COP3議定書の発効を巡って,当面各国が温室効果ガ

スの排出削減計画を立てる段階までになっている｡船舶からの温室効果ガスに

ついては,内航海運からの排出はこの削減計画の中で勘定されることになって

いる(5)が,外航船舶からの温室効果ガス排出については,国別の削減割り当て

が相応しくないことから同議定書の対象ではなく,国際海事機関(IMO)におい
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て削減方策を検討することとされている｡2002年 3月,IMO本部で開催された

MEPC47(第 47回海洋環境保護委員会)では,船舶から排出される温室効果ガ

スについてワーキンググループが設置され削減策が検討された(6)0

一方,酸性雨の原因となる NOx及び SOxに関して,1990年に開催された

MEPC29において,外航船舶に起因するNOx及びSOxの排出量が地球全体の

排出量のそれぞれ,4%及び7%を占めるという報告がなされ,1997年,｢船舶

からの大気汚染防止のための規則｣が国際条約"MARPOL73/78''に追加され,

新議定書が IMO にて採択された.この新議定書によって,NOxに関して 2000

年1月1日以降に建造される船舶に搭載される出力 130kW以上のディーゼル

エンジンについて規制値が定められ,SOxに関しては,硫黄分が 4.5wt%未満

の燃料油を使用するよう,規制が設けられた(6)0

船舶の運航にともなって排出される温室効果ガスは CO2,メタン,一酸化二

窒素,代替フロン等があるが,そのうち C02が約 96%を占めるので,温室効果

ガスの削減は,すなわち燃料の削減を意味する｡船舶は,他の輸送機関に比

べて単位輸送量(トン･マイル)当たりの燃料消費量が少ない優れた大量輸送機

関である｡このような特徴を有した船舶からC02の排出量,つまり燃料消費量を

削減することは大きな困難を伴う(7)｡生産体制がグローバル化する中で,経済

規模が安定的に成長すると,それに見合って海上輸送量も多くなり,一方,船

舶に係る技術的条件が現状のままだとすれば,それに連動して燃料消費量が

増え,その結果C02の排出量も増加する｡このような困難な状況ではあるが,温

室効果ガス削減は避けて通れない重大課題であり,IMOの MEPCでは,上述

のようにその課題に取り組む熱心な議論が進められている｡
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NOx及び SOx排出削減であれば,前者ならディーゼル機関などの燃焼改善や

scRシステム導入による排気ガス脱硝(8),後者であれば燃料中の硫黄の低減や

排ガス脱硫技術(9)導入によって可能であり,既述の MARPOL73/78新附属書の

発効も間近に控えて,すでにいくつかの対策が実用化されている｡しかし,これら

の対策は CO2削減には無力であり,場合によっては燃料消費量の増大を招きか

ねない｡したがって,CO2削減の対策も不可避であることを視野に入れれば,困難

であっても,NOR,SOxさらには SPM(浮遊粒子性物質)の削減と,同時に,化石燃

料消費削減をも追及する方策を考えなければならない｡

CO2削減方策として

A.一層の省エネルギー技術の開発利用

B.他の交通機関も含む総合交通システム対策

C.化石燃料に替わる代替エネルギーの導入技術の開発利用

などが考えられている(7)｡検討されている具体策を例示すれば,Aに関しては船体

抵抗低減や推進効率改善などの要素技術,ソフト面ではウェザールーチングによ

る最適航法技術の開発,あるいは,総合的な視点からのものにスーパーエコシッ

プ(環境低負荷次世代内航船)などがあげられる｡Bについては例えば,国土交通

省によって国の施策としても進められているモーダルシフトがある｡これは,船舶の

利点を活かし,輸送エネルギー効率の悪いトラック輸送を海上輸送にシフトするこ

とによって,交通輸送全体として燃料消費を減らそうとするねらいである｡

Cに関しては,炭素含有量の少ない天然ガス-の転換,あるいはDME(ジメチル

エーテル)やメタノールなどの合成燃料の導入が挙げられるが,将来的には原動

機に燃料電池を導入した水素利用が有力視されている｡これらの燃料転換とは別

に検討されるべき対策として,自然エネルギー,すなわち風力や太陽光の利用が
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ある｡既述のように,陸上では風力発電,太陽光発電技術は十分に実用化され,

普及の段階に入っており,特に風力はコスト的にも将来,火力発電と競争できるほ

どになり,世界的にも,また日本でも導入が広がっている｡

風力は船舶において古くから広く活用されているが,それは装帆によって風力

から直接,推力を生み出す利用法(10)であり,現在,陸上で広がっているように風

力を電力に変換するものではない｡しかし,船上でも風から電力が得られれば多

様に活用することができるであろう｡

以上,大気汚染の悪化に伴い,船舶でも大気汚染対策が必要になってきてい

るが,地球規模の気候変動問題も考慮すれば,NOR,SO玉,SPM など従来取り上

げられてきた汚染物質の削減と同時に,CO2削減も追求すべき段階になっている｡

そのためには,化石燃料削減の課題に取り組まなければならない0本研究は,こ

のような背景分析に立ち,その方策の一つである風力発電,太陽光発電を取り上

げ,船舶電源-の利用を提案するものである｡

1.2本研究の意義

船舶ではないが,オフショアに設置した風力発電施設の利用は,1980年代に

欧州において洋上風力発電に関する調査研究が開始され,具体的な事業はスウ

ェーデン,デンマーク及びオランダにて着手された｡1990年に世界最初の洋上風

力発電施設がスウェーデンに設置されたのを皮切りに,2000年末の時点で 10施

設の洋上風力発電施設が建設あるいは建設中になっており,風車の総数は93基,

総発電容量は9.57万kWに達している｡わが国においても,最近の試算によれば,
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陸上の10倍以上,風力利用の可能性があることが明らかになり,今後は,より具体

的なシステム設計と実証試験が待たれている(ll)0

風力発電を船舶電源へ利用する試みは小型ヨットに出力 lkW 未満のマイクロ

風車が使用されているが,小型風力発電機の一般商船-の利用についてはこれ

までになされた例は見当たらない｡風力発電が導入可能かどうかは,平均風速に

よって判断され,平均風速が4m/S以上であれば,年のうちの多くの日数,運転可

能であり,6m/S以上であれば,商業的に運転可能である(12)とされている｡本研究

において,導入を検討した船舶の風況を調査した結果,北米及び豪州航路を航

行する船舶では平均風速 8m/S,瀬戸内海及び九州南西部を航行する船舶では

平均風速 8m/Sから10m/Sと,いずれの船舶も風力発電の導入が可能であると考

える｡

海上において太陽光発電は,ソーラーブイ(13),レジャーボートの充電器,海洋牧

場の音響給餌装置(14),人工湧昇によって海域を肥沃化させる密度流拡散装置

(15)等に利用されており,ソーラーボートレースも国内外で開催されている(16)I(17)O
太陽光発電の船舶-の利用に関して,レース-ボートの推進用にC.Scha肝inの

研究(18)や菊地らの研究(】9)が行われ,ソーラー遊漁船の研究開発(20)が行われて

いる｡太陽光発電の船舶電源-の応用について,武田らの日本舶用機関学会の

電気電子システム研究委員会調査報告(2日,藤井らによって研究された(22)が,武

田らの調査報告では太陽光発電出力の推定値から,船舶-の利用の可能性が

検討されているが,環境面などへの効果は言及していない｡また,藤井らの研究で

は,従来の船舶電源の設計法に準じていないなどの課題が残っていた｡その後,

2001年8月に小容量ながら太陽光発電を導入した大型船舶がつくられており(23),

今後,導入が拡大すると考えられている｡
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そこで,本論文では今後,船舶-の実用化が期待される風力発電及び太陽光

発電の船舶電源への導入について検討を行う｡まず,風力発電システムの導入に

ついて,実際に航行している船舶を対象に導入手順を検討し,省エネルギー及び

大気汚染物質削減効果の評価を行う｡そして,大型船舶と小型船舶を対象として,

風力発電システムの船舶電源-の導入のケーススタディを行い,問題点を考察す

る｡

次に,風力発電及び太陽光発電システムを併せて導入する場合について検討

する｡海上を航行する船舶に太陽光発電システムを導入する場合,航行海域にお

ける日射量データが必要である｡一般的な日射量データに関する限り,最近は気

象衛星の画像を用いて推定された日射量の分布図が作成されている(24)I(25)｡しか

し,洋上を移動する船舶の甲板上の日射量を推算するのにそれらを利用するには

手間がかかり困難である｡そこで,実際に海上を航行する船舶のログブックに記録

されている正午位置,天候などを利用して航路上の日射量を推算する簡便な方

法を考察する｡次に,それらを用いて,風力発電と太陽光発電を導入した場合に

ついて,大型船舶を例にケーススタディを行い,燃料消費量及び,NOx,SOx排出

量削減効果について評価する｡

以上,本研究の前半では,風力発電,太陽光発電を既存の船舶電源システムに

単純連系方式で組み込んで利用する場合について調べる｡次に,本研究の後半部

分では視点を変えて,風力発電,太陽光発電と既存の船舶ディーゼル発電システ

ムとを統合したハイブリッドシステムととらえ,それぞれの特性を考慮した効果的運用

方法について研究する｡

陸上では,風力発電あるいは太陽光発電とディーゼル発電機によって構成され

たハイブリッドシステムが,基幹電力供給系統から孤立した離島の電源,無線中継
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所,観光施設等で利用されている(26)｡また,このようなハイブリッドシステムのディー

ゼル発電機の燃料消費量削減を目的とした運用方法に関していくつかの研究が行

われている｡例えば,Nayarらは,ディーゼル発電機と蓄電池からなるハイブリッドシ

ステムで,低負荷時には蓄電池のみで負荷に電力を供給し,高負荷時にはディー

ゼル発電機を起動して出力をあるレベル以上に保ち,負荷に電力を供給すると同

時に蓄電池を充電するシステムについて報告している(27)｡この時,蓄電池の充電用

として風力発電機の併用も検討されている｡また,自然エネルギー,ディーゼル発電

機,蓄電池のハイブリッドシステムにおいて,自然エネルギーの発電電力,蕃電池

充電状態,負荷電力からディーゼル発電機の出力をファジィ推論により決定するシ

ステム(28)や,ディーゼル発電機の燃料消費コストと蓄電池の交換コストを考慮して,

ディーゼル発電機の起動,停止や蓄電池の充放電を決める運用方法も提案されて

いる(29)0Muselliらは,ディーゼルあるいはガソリン機関発電機を蓄電池の充電のみ

に利用し,蓄電池を決められた最低と最高の充電状態の間で運用するシステムを

提案し,発電コストなどを論じているし(30),Ismailらは,逆に,蓄電池の充電状態を

ある一定値に保つようディーゼル発電機を制御するシステムを提案している(31)｡

以上のような,陸上のハイブリッドシステムの運用方法が,風力及び太陽光発電

容量や負荷電力の違いから,そのまま船舶電渡に利用できるとは言い難い｡そこで,

本研究では,風力及び太陽光発電の船舶電源-の導入を想定し,需要側である船

内電力の負荷変動特性,及び逆に供給側である風力及び太陽光発電の電力変動

特性に着目し,単純連系方式よりも省エネルギー効果が高いと期待される運用方法

について,以下の方法を提案し考察を行う｡

･風力･太陽光発電電力をピークロード用として利用する運用方法

･太陽光発電電力の予測を用いたハイブリッドシステムの運用方法
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1.3本論文の構成

本論文は,風力発電及び太陽光発電の船舶電源-の導入に向けて,それらの

検討方法や,運用方法に関する基礎的研究であり,以下のような構成になってい

る｡

まず,研究の目的を述べた本章に引き続き,第 2章では,実際に航行している

船舶に風力発電システムの導入を検討する際の手順や評価方法を述べ,第 3章

では第2章で述べた手順を基に,大型船舶と′｣､型船舶を対象として,風力発電シ

ステムの船舶電源-の導入のケーススタディを行う｡そして,現行電源システムの

燃料消費量や NOx,SOx排出量を比較し,風力発電システムを導入した電源シス

テムの評価を行う｡

第 4章では,海上の自然エネルギーの有効利用を目的とし,風力発電と太陽

光発電の船舶電源-の導入を検討する｡まず,太陽光発電の導入に関して,実

際に海上を航行する船舶のログブックに記録されている正午位置,天候などから

航路上の日射量を推算する簡便な方法を考察する｡そして,第3章と同じ大型船

舶を対象として,風力発電と太陽光発電の導入を検討し,燃料消費量及び,NOx,

SOx排出量削減効果の評価を行う｡

第 5章では,発電用ディーゼル機関の効果的な燃料消費量削減を目的とし,

船舶電源に導入した風力発電及び太陽光発電の運用方法について提案し,シミ

ュレーションとケーススタディによって単純連系方式と比べてどの程度の効果が期

待できるか評価を行う｡

最後に,第6章で結論をまとめる｡
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第2章 船舶電源への風力発電システムの

導入検討と評価

2.1はじめに

実際に航行している船舶に風力発電システムを導入するにあたっては,船舶か

らのデータや図面が必要であり,その手順も重要である｡本章では,船舶電源-

の風力発電システムの導入手順や評価方法を考察した結果について述べる｡図

2,1に考察した導入手順と評価方法を示す｡

2.2風力発電装置の設置場所,翼直径,設置数の検討

まず,導入にあたって,対象船舶の甲板上に風力発電装置の設置スペースを

確保できるかどうか検討を行う｡風力発電装置の設置場所は,船体の一般配置図

を基に,周囲の状況を考慮し,船舶の運航や荷役の妨げにならず,海上の風力

エネルギーを十分利用できる場所を選ぶ｡翼直径は風力発電量に大きく関係す

るため,風の持つエネルギーをできるかぎり有効に利用するように,設置場所の周

囲の状況を考慮し決定する｡

2.3風況の分析

設置した風力発電装置の運転風速の設定や風力発電電力量を計算するため,

航海中の風速,風向データを収集し分布図を作成する｡本研究でのケーススタデ

ィでは,入手可能な限られたデータを用いて検討を行った｡具体的に,大型船舶

の場合,対象船舶の機関ログブックに記入された,1日あたりの平均風速値と平
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均風向を使用し,小型船舶の場合,1時間あたりの風速,風向データを使用した｡

ここで,本論文の風速は船舶で計測された真風速から船速を差し引いた相対風

速を示す｡また,風向においても相対風向を示す｡
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図2.1風力発電システムの導入手順と評価方法
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2.4風力発電装置の運転風速

風力発電装置のカットイン(発電開始)風速,定格風速,カットアウト(発電停

止)風速は以下に述べるように設定する｡図 2.2は平均風速が 7m/Sの理論的な

風速の出現頻度(レイレ分布)と,風速の出現頻度とその風速のエネルギーを掛

け合わせた風力ェネルギーの分布を示す｡風速の出現頻度のピークは風速

6m/Sあたりにある｡しかし,風の持つエネルギーは風速の 3乗に比例するので,

風力エネルギーのピークは,風速11m/Sの時である｡ここで,風力ェネルギーがピ

ークになる風速を定格風速に設定すると,発電量が最大になるため,このような風

速分布の場合,定格風速を11m/Sに設定する｡また,カットイン風速は3m/Sから

6m/S,カットアウト風速は風力発電機の設計強度から考慮され,20m/Sから30m/

Sの範囲である(12)ので,それを参考に,カットイン風速,カットアウト風速を設定す

る｡船舶に導入する風力発電装置の定格風速も,平均風速値の分布と,レイレ分

布及び風力エネルギー分布を比較し設定すれば,風力を有効に利用することが

できる｡
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図 2.2平均風速7m/Sの風速の出現頻度,風速の出現頻度を考慮した

風力ェネルギーの分布

2.5風力発電電力量

導入を仮定した風力発電システムの推定風力発電電力量は,風力発電システ

ムの出力特性を基に次式を用いて計算する(32)0

Ew=Hj針 (V)雪(V)dv

ただし,Ew:風力発電電力量 [kWh]

Hj:発電装置稼動時間[h]

V:風速値[m/S]

式V):風速の出現頻度関数

(レイレ分布関数)
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Pw(V):風力発電システムの出力[kW]

Co:カットアウト風速[m/S]

CI.:カットイン風速[m/S]

ここで,風速の出現頻度関数は次式で表される｡

F(V,-言(吉,exp(一言(吉,2)
ただし,∫(β:風速の出現頻度関数

(レイレ分布関数)

㌔:平均風速値[m/S]

風力発電システムの出力は,運転風速を基に次式を用いて書1薯する(33)0

Pp(V)≡0.5,04,V3孔 ×10~3

(2.2)

(2.3)

ただし､Pw(I():風力発電システムの出力[kW]

p:空気密度[kg/m3],本研究ではp-1.20とするQ

A",:風車受風面積 [m2]

V:風速値 [m/S]

7jw:総合効率

また,総合効率は次式で表される(33)0

〟,,- ク1772ク3 (2.4)

ただし,〟 ..,:総合効率

771:理想風車の効率であり,風の持つエネルギー

から,風車が取り出すことのできる割合を示す｡

本研究では,ク,-0.593とする(33)0

ク2:風車効率であり,風車の流体力学的な損失を
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考慮している｡本研究ではp2-0.70とする(33)｡

ク3:風力発電装置及び電力変換機器の効率,

本研究ではク3-0.80とする(33)O

2.6風力発電システムを導入する船舶電源システムの構成

風力発電システムを導入する電源システムは,風力発電電力量と使用電力量

のバランスによって以下のように構成される｡

風力発電電力量 > 使用電力量 (2.5)

のとき,図2.3に示すように,蓄電池を設けて,余剰電力を蓄電池に充電し,風力

発電電力が不足するとき,蓄電池とディーゼル発電機によって電力供給を

行う(26)0

風力発電電力量 < 使用電力量 (2.6)

のとき,図 2.4に示すように,蓄電池を設けず,単純連系方式にて電力を供給し,

不足分はディーゼル発電機によって供給する｡ほとんどの船舶の場合,風力発電

だけで船内の使用電力量を賄うことは不可能であると考えらるため,図2.4の構成

になる｡ここで,使用電力量は機関ログブックに記載されている電力値から求める

ことができる｡また,船舶の電源システムは440V交流,220V交流,100V交流,及

び 24V直流等,負荷系統が分かれているので,余剰電力を発生させないように,

電力調査表によって各系統の需要電力を調査し,風力発電システムからの電力

供給系統を検討する必要がある｡
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図2.3電源システムの構成(蓄電池有り)

図2.4電源システムの構成(蓄電池無し)

荷

荷

2.7風力発電システムの主機関出力への影響

2.7.1風力発電装置の重量の影響

船舶の甲板上に風力発電装置を設置すれば,その重量によっては,現行に比

べ浸水表面積が増加し抵抗が増加するため,主機関出力も増加し,現行に比べ

燃料消費が増加する可能性がある｡したがって,排水量等曲線図を用いて風力

発電システムの重量を基に,浸水表面積を求め,主機関出力-の影響を考慮す

る｡
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2.7.2風力発電装置の空気抵抗の影響

甲板上に設置した風力発電装置は風が吹いているとき発電するが,同時に風

によって空気抵抗を受ける｡したがって,以下に示すように風力発電装置に働く

空気抵抗を計算し,燃料消費に与える影響を考慮する｡

設置した風力発電装置に働く空気抵抗による主機関出力の増加量は,風速の

出現頻度を考慮に入れた次式を用いて計算する｡

△BHP-£'-i(V)B(V)dv

ただし,ABHP:主機関出力の増加量[kW]

式V):風速の出現頻度関数

(レイレ分布関数)

叔t,):主機関出力増加量の特性[kW]

Vm:最大出現風速[m/S]

そして,主牌調出力の土猷口畳か特他ま次式で表されJaO4).

B(V)=旦吐 ×1013
Pp

(2.7)

(2.8)

ただし,顔V):主機関出力の増加量の特性[kW]

Ra(V):空気抵抗[N]

Vs:船速[m/S]

ク p:推進効率,本研究ではクp-0･64とする(34)a

また,風力発電装置に働く空榔 ま次式で表される05).

風速がOm/Sからカットイン風速未満及びカットアウト風速以上のとき

R.(V)=9.8×2×0.0064S,AM,V3cosc (2.9)

風速がカットイン風速からカットアウト風速未満のとき
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R,(V)-9.8×0.00644,V2cosc (2.10)

ここで,Ra(V):空気抵抗[N]

S,:風車のソリディティ比,本研究ではS,-0.04とする(33)o

A",:風車受風面積 [m2]

γ:風速値 [m/S]

♂:船首方向から相対風向の角度

2.8風力発電システムの導入評価

ここでは,風力発電システムを導入した電源システムの燃料消費量,NOx,Sox

排出量を求め,導入していない場合と比較し,その削減量によって導入の評価を

行う｡

燃料消費量は,機関ログブックに記載されている発電用ディーゼル機関及び

主機関の出力と燃料消費量からそれぞれの特性を作成する｡そして,発電用ディ

ーゼル機関及び主機関の出力から,現行の燃料消費量を求める｡そして,風力

発電電力と空気抵抗による主機関出力の増加量から,風力発電システムを導入

した電源システムの燃料消費量を求める｡

NOx排出量は機関負荷率を考慮した次式を用いて計算する(36).

Ê,,=(2.ll-1.92(1-Z))PDl･HIO-3x46/22.4

ただし,Ê,,:NOx排出量[kg/h]

Z:機関負荷率

pD:ディーゼル機関の出力[kW]

sox排出畳ま燃料消費量を盈こ次式を用いて計算する(35).
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EsT=FCs

ただし,Es,:SOx排出量[kg/h]

F:燃料消費量[kg/h]

Cs:硫黄含有量[wt%]

2.9まとめ

(2.12)

以上,実際に航行している船舶に風力発電システムの導入手順や評価方法に

ついて述べた｡本章に示した手順は,データや図面が入手できれば,船舶の種類

や大きさ,航路を問わず,すべての船舶に適用できると考える｡次章から,本章に

て考察した手順を基に,大型船舶と小型船舶を対象として,風力発電システムの

船舶電源-の導入のケーススタディを行い,燃料消費量及び,NOx,SOx排出量

削減効果について評価を行い,問題点を考察する｡
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第3章 風力発電システムの実船導入への

ケーススタディ

3.1はじめに

本章では,第 2章で述べた導入手順と評価方法を基に,大型船舶と小型船舶

に分けて,風力発電システムの船舶電源-の導入のケーススタディを行い,風力

エネルギーの船舶電源-の利用の可能性を検討した｡

3.2大型船舶に対するケーススタディ

3,2.1対象船舶

(1)航路と主要目

大型船舶-の導入について,甲板上に広いスペースがあり,風力発電装置を

設置する場所が確保できる大型石炭専用船を対象とした｡対象とした大型石炭

専用船は日本郵船株式会社所有の船舶であり,日本から北米西岸及び日本から

豪州東岸を,約 24日で往復航海している｡この船舶の平成 10年 2月 21日から

平成 11年 3月 3日までの外洋航海中の280日について検討を行った｡表 3.1

に対象船舶の主な仕様を示す｡図3.1に対象船舶の航路を示す｡

(2)現行電源システムと使用電力量

現行電源システムは,図3.2に示すように,容量530kWのディーゼル発電機を

3基装備し船内に電力を供給している｡また,非常用として容量 100kWのディー

ゼル発電機を1基装備している｡航海中は,容量530kWのディーゼル発電機 1

基によって,船内に電力を供給しているO
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航海中の使用電力量は,機関ログブックから集計した結果,1時間あたり最大

383kWh,最小 259kWh,平均 320kWhであった｡表 3.2に航海中,出入港時,荷

役中における1時間あたりの使用電力量の平均値,発電機使用台数,及び負荷

率を示す｡

表 3.1対象船舶の主な仕様

幅

力

敬

周 数
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4 '■

図3.1対象とした船舶の航路

図3.2現行電源システム
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表 3.2平均使用電力量と発電機使用台数,負荷率

使用電力量 発電機 負荷率
[kWh] 使用台数 [%]

航海中 320 1 60
出入港時 937 2 89

3.2.2風力発電システムを導入した船舶電源システム

(1)風況の分析

航海中の風祝を分析し,風力発電システムの運転風速や発電電力量を計算す

るため,対象船舶の機関ログブックに記載されている 1日あたりの平均相対風逮

値を集計しその分布図を作成した｡図 3.3に作成した 1日あたりの平均風速値の

分布図を示す｡
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図3.31日あたりの平均風速値の分布図

(2)風力発電システムの運転風速

風力発電システムの定格風速は,図3.3示す1日あたりの平均風速値の分布と

類似した図3.4に示す平均風速8m/Sの理論的な風速の出現頻度の分布(レイレ

分布)と,風力ェネルギーの分布を基に設定した｡図3.4を見ると風速の出現頻度

のピークは風速 7m/Sのあたりにあるが,風力エネルギーのピークは風速 13m/Sの

時であるOしたがって,定格風速を13m/Sに設定した.そして,カットイン風速及び

カットアウト風速は普及している小型風力発電機からそれぞれ,4m/Sと25m/Sに

設定した｡
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図3.4平均風速8m/Sの風速の出現頻度分布,風速の出現頻度を

考慮した風速エネルギーの分布

(3)風力発電装置の設置場所と仕様,風力発電主

対象船舶の船体の一般配置図を基に,風力発電装置の設置場所,翼直径,

ブレード中心高さを検討した｡

風力発電装置の設置場所は荷役時にハッチカバーの開閉や,出入港時にハ

ッチカバーの左右に設置されている係船機器の操作の妨げにならないように考慮

した｡翼直径は,風の持つエネルギーをできるだけ有効に利用し,各ハッチ間の

距離から最大になるように計算した｡ブレード中心高さは船橋から操船の妨げとな

らない高さに計算した｡

図3.5に風力発電装置の設置場所を示す｡甲板上の各ハッチ間に,プロペラ形
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の翼直径6m,翼枚数2枚,ブレード中心高さ7mの風力発電装置を12基設置す

るように仮定した｡そして,(2.3)式から導入を仮定した風力発電システムの出力

特性を作成した｡図3.6に風力発電システムの出力特性を示す｡定格風速時,風

力発電システムの定格出力は12.4kWになった｡

導入を仮定した風力発電システムからの風力発電電力量はその出力特性を基

に,(2.1)式を用いて計算した｡計算の結果,推定風力発電電力量は最大

2107.2kWh/day,平均964.4kWh/dayになった｡

風力発電装置:12.4kWX12基｢一帯 舶 ｢ 市 [ iF[ h

≡ 二 ≡二≡二≡二≡二 ≡二 ≡二

図3.5風力発電装置の設置場所

-29-



2

0

1

1

8

6

[き
q
]1
a
J
VtO
d

p

u!Jv
t

0 5 10 15 20 25 30

Wi11dvelocity[m/S]

図3.6風力発電システムの出力特性

(4)電源システムの構成

推定風力発電電力量から1時間あたり最大 87.8kWh,平均 40.2kWhの電力

量が見込まれる｡使用電力量は機関ログブックから,1時間あたり最大 383kWh,

最小259kWh,平均 320kWhであるので,常に使用電力量が風力発電電力量より

多い｡したがって,図 3.7に示すように風力発電装置からの電力を単純連系方式

にて供給する構成にした｡また,対象船舶の電力調査表から,ACIOOV系統の需

要電力量は1時間あたり50kWhであり,風力発電電力をACIOOV系統に供給す

ると,余剰電力が発生する可能性があるため,AC440V 系統に供給するシステム

にした｡

推定風力発電電力量と使用電力量から,風力発電システムよって船内に供給
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できる電力量の割合を計算した｡図 3.8に風力発電電力量の使用電力量に占め

る割合を示す｡風力発電量の使用電力量に占める割合は最大33.4%,平均 12.9%

になった｡

風力発電装置 12.4kWX12

一一一.'. ヾ l

アイーゼル発電機 530kWl 巨常 (変圧器 A(用配電盤l DC

ディーゼル発電機 530kW

図3.7風力発電システムを導入した電源システム
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図3.8風力発電電力量の使用電力量に占める割合

3.2.3風力発電システムの重量及び空気抵抗の主機関出力への影響

風力発電システムの重量の主機関出力-の影響について,対象船舶の場合,

船体の重量が約 5ton増加し,排水量等曲線図を用いて浸水表面積を求めると,

0.004%増加する｡浸水表面積と主機関出力は比例するが,浸水表面積の増加率

が微少であるので,主機関出力には影響ないと考える｡

風力発電装置に働く空気抵抗の主機関出力-の影響について,空気抵抗に

よる主機関出力の増加量は,風速の出現頻度を考慮に入れた(2.7)式を用いて

計算した｡

計算の結果,風速 14.5m/Sの風が船首から吹いた時,1時間あたり最大

23.OkWhの主機関出力の負担になるが,風力発電電力量は 1時間あたり90.1
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kWhになった｡このときの発電用ディーゼル機関の燃料消費量は 16.2kg/h削減

され,主機関の燃料消費量は 3.3kg/h増加し,全体で燃料消費量は 12.9kg/h

削減され,省エネルギーの効果が期待されることが明らかになった｡

3.2.4省エネルギー及び大気汚染物質削減効果

現行電源システムと,風力発電システムを導入した電源システムの発電用ディ

ーゼル機関及び主機関の燃料消費量,NOR,SOx排出量を求め比較を行い,風

力発電システムを導入した電源システムの省エネルギー及び大気汚染物質削減

効果について考察した｡

燃料消費量は機関ログブックに記載されている発電用ディーゼル機関及び主

機関の出力と燃料消費量からそれらの特性を作成したQそして,発電用ディーゼ

ル機関及び主機関の出力から現行の燃料消費量を求め,風力発電電力と空気

抵抗による主機関出力の増加量から,風力発電を導入した電源システムの燃料

消費量を求めた｡図 3.9に発電用ディーゼル機関出力と燃料消費量の特性を,

図3.10に主機関出力と燃料消費量の特性を示す｡
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NOx排出量は機関負荷率を考慮した(2.ll)式を用いて計算し,SOx排出量は

燃料消費量を基に,(2.12)式を用いて計算した｡

燃料消費量は現行電源システムでは,平均 1764.0kg/h,風力発電システムを

導入した電源システムでは平均 1758.6kg/hになった｡1日あたり129.6kg,対象 日

全体で48.4ton削減が期待できる｡

NOx排出量は現行電源システムでは,平均 149.7kg/h,風力発電システムを導

入した電源システムでは平均 149.4kg/hになった｡1日あたり7.2kg,対象 日全体

で2.3tonの削減が期待できる｡

SOx排出量は現行電源システムでは,平均 52.9kg/h,風力発電システムを導

入した電源システムでは平均52.7kg/hになった｡1日あたり4.8kg,対象 日全体で

1.4tonの削減が期待できる｡

3,3小型船舶に対するケーススタディ

3.3.1対象船舶

(1)航路と主要目

小型船舶-の導入について,神戸商船大学所有の練習船"深江丸"を対象に

検討した｡"深江丸"は学内船舶実習時,大阪湾や瀬戸内海を航海し,研究航海

や公開講座時,沖縄や鹿児島-の航海を行っている｡1日の平均航海時間は学

内船舶実習時,約 7時間である｡この船舶の平成 11年 5月 25日から8月 31日

まで行われた合計36日の航海について検討を行った｡表 3.3に深江丸の主要目

を示すo図3.11に検討を行った期間の深江丸の航路を示すD
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(2)現行の電源システムと使用電力量

現行の電源システムは,容量 200kW のディーゼル発電機を2基,容量 200kW

の軸発電機を 1基,及び非常用として容量 25kW のディーゼル発電機を 1基装

備している｡通常航海時は,容量 200kW のディーゼル発電機 1基で船内に電力

を供給している｡検討を行った航海中の使用電力量は 1時間あたり,最大

120.OkWh､最小 58.OkWh,平均 80.8kWhであった｡

表 3.3深江丸の主要目

幅
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3.3.2風力発電システムを導入した船舶電源システム

(1)風況の分析

航海中の風祝を分析し,風力発電システムの運転風速や発電電力量を計算す

るため,風速,風向データの計測フォームを作成し,航海中 1時間毎に記入して

頂き図3.12に示す風速値の分布を作成した｡

(2)風力発電システムの運転風速

風力発電システムの定格風速は,図3.12示す風速値の分布と類似した図3.13

に示す平均風速 10m/Sの理論的な風速の出現頻度の分布(レイレ分布)と,風力

エネルギーの分布を基に設定したO図3.13を見ると,風速の出現頻度のピークは

風速8m/Sのあたりにあるが,風力ェネルギーのピークは風速 16m/Sの時である.

したがって,定格風速を16m/Sに設定した｡そして,カットイン風速及びカットアウト

風速は,普及している小型風力発電機から,それぞれ5m/Sと25m/Sに設定した｡
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図3.13平均風速 10m/Sの風速の出現頻度分布,風速の出現頻度を

考慮した風力ェネルギーの分布

(3)風力発電装置の設置場所と仕様,風力発電量

風力発電装置の翼直径,翼枚数,設置場所は一般配置図を基に,風力エネ

ルギーを十分利用できる場所に,運航や荷役の妨げにならないように検討したC

図3.14に風力発電装置の設置場所を示す｡甲板上後部にプロペラ形の翼直径

4.0m,翼枚数2枚,ブレード中心高さ6.5m,定格出力 10.3kWの風力発電装置を

1基設置するように仮定した｡図 3.15に風力発電システムの出力特性を示す｡定

格風速時,風力発電システムの定格出力は10.3kWになった｡

導入を仮定した風力発電システムからの風力発電電力量はその出力特性を基

に,(2.1)式を用いて計算した｡計算の結果,推定風力発電電力量は 1時間あた

り最大8.5kWh,平均 3.OkWhになった｡
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図3.15風力発電システムの出力特性

(4)電源システムの構成

推定風力発電電力量と使用電力量を比較すると,常に使用電力量が風力発

電電力量より多い｡したがって,図 3.16に示すように風力発電装置からの電力を

単純連系方式にて供給する構成にした｡推定風力発電電力量と使用電力量から,

風力発電システムよって船内に供給できる電力量の割合を計算した｡風力発電

量の使用電力量に占める割合は最大 12.9%,平均3.9%になった｡
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図3.16風力発電システムを導入した電源システム

4V系統

3.3.3風力発電システムの重量及び空気抵抗の主機関出力-の影響

風力発電システムの重量の主機関出力-の影響について,対象船舶の場合,

船体の重量が約 0.5ton増加し,排水量等曲線図を用いて浸水表面積を求めると,

0.06%増加する｡浸水表面積と主機関出力は比例するが,浸水表面積の増加率

が微少であるので,主機関出力には影響ないと考える｡

風力発電装置に働く空気抵抗の主機関出力-の影響について,空気抵抗に

よる主機関出力の増加量は,風速の出現頻度を考慮に入れた(2.7)式を用いて

計算した｡

計算の結果,風速 19.5m/Sの風が船首から吹いた時,1時間あたり最大 4.1

kWhの主機関出力の負担になるが,風力発電電力量は 1時間あたり8.2kWhに

なった｡このときの発電用ディーゼル機関の燃料消費量は 1.6kg/h削減され,主

機関の燃料消費量は 0.8kg/h増加し,全体で燃料消費量は 0.8kg/h削減され,

省エネルギー効果が期待されることが明らかになった｡
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3.3.4省エネルギー及び大気汚染物質削減効果

現行電源システムと,風力発電システムを導入した電源システムの発電用ディ

ーゼル機関及び主機関の燃料消費量,NOR,SOx排出量を求め比較を行い,風

力発電システムを導入した電源システムの省エネルギー及び大気汚染物質削減

効果について考察した｡

燃料消費量は機関ログブックに記載されている発電用ディーゼル機関及び主

機関の出力と燃料消費量からそれらの特性を作成した.図 3.17に発電用ディー

ゼル機関出力と燃料消費量の特性を,図 3.18に主機関出力と燃料消費量の特

性を示す｡
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図3.17発電用ディーゼル機関出力と燃料消費量の特性
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図3.18主機関出力と燃料消費量の特性

NOx排出量は機関負荷率を考慮した(2.ll)式を用いて計算し,SOx排出量は

燃料消費量を基に,(2.12)式を用いて計算した｡

燃料消費量は現行電源システムでは,平均 187.6kg/h,風力発電システムを

導入した電源システムでは平均 187.0kg/hになった｡1時間あたり0.6kg,対象日

全体で 178.4kg削減が期待できる｡

NOx排出量は現行電源システムでは,平均 10.3kg/h,風力発電システムを導入

した電源システムでは平均 10.2kg/hになった｡1時間あたり0.1kg,対象日全体で

29.7kgの削減が期待できる｡

sox排出量は現行電源システムでは,平均 0.338kg/h,風力発電システムを

導入した電源システムでは平均 0.337kg/hになった｡1時間あたり0.001kg,対象

日全体で0.32kgの削減が期待できる｡
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3.4まとめ

第 2章で述べた導入手順と評価方法を基に,大型船舶と小型船舶に分けて,

風力発電システムの船舶電源-の導入のケーススタディを行った｡大型船舶の対

象とした外航石炭専用船の場合,甲板上に定格出力12.4kWの風力発電機を12

基設置が可能であり,使用電力量の平均 12.9%供給できる結果になった｡小型

船舶については練習船"深江丸"を対象とした｡深江丸の場合,甲板上に定格出

力 10.3kWの風力発電機を1基設置が可能であり,使用電力量の平均 3.9%供

給できる結果になった｡

いずれの場合も,風力発電の導入によって燃料消費量及び,NOx,SOx排出量

削減効果が得られる結果になった｡しかし,本章にて検討した単純連系方式では

風力発電電力量に相当する分が削減できるだけで,対象船舶全体の燃料消費

量及び,NOx,SOx排出量に対する比率は大きなものでないことが分かった｡

大きな燃料消費量及び,Nor,SOx排出量削減効果は得られないが,風況の調

査結果から,風力発電の利用は可能であり,主電源の補助として使用できると考

える｡そこで,次章は,海上の自然エネルギーの有効利用を拡大し,風力発電の

みならず,太陽光発電を併せて導入する場合について検討を行う｡
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第 4章 船舶電源への風力及び太陽光発電

システム導入の検討と評価

4.1はじめに

本章では,海上の自然エネルギーの有効利用を目的とし,風力発電と太陽光

発電を併せて導入した電源システムの検討を行った｡まず,太陽光発電を導入し

た電源システムの検討を行うため,船上に設置した太陽電池の発電電力の推算

法について考察を行った｡そして,それを用いて,風力発電と太陽光発電を導入

した場合について,前章にて対象とした,大型石炭専用船を例にケーススタディ

を行い,燃料消費量及び,NO夫,SOx排出量削減効果について評価を行った｡

4.2船上に設置した太陽電池からの発電電力の推算法

海上を航行する船舶に太陽光発電システムの導入を検討する際,航行海域に

おける日射量データが必要である｡そこで,実際に海上を航行する船舶のログブ

ックに記録されている正午位置,天候など,入手可能な限られたデータから日射

量を推算する簡便な方法を提案し,その方法による誤差を検証した｡そして,その

推算法を用いて対象船舶の日射量を計算し,航路及び季節別の変化傾向を求

めた｡最後にその船舶の甲板上に太陽電池を設置した場合の発電電力量を計

算し,船舶に太陽光発電システムの導入を検討する際の発電電力量の基礎的デ

ータを作成した｡
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4.2.1日射量推算法

(1)日射量推算の手順

提案する日射量推算の手順を図 4.1に示し,その概要について述べる｡まず,

対象船舶の正午緯度,赤緑,大気透過率から日中は快晴(雲量の割合:o)が続く

と仮定した航路上での日積算日射量の理論上の最大値を求める｡ここで,大気透

過率は快晴時に定義され,空気分子,エーロゾル及び水蒸気によって変化し,実

際の大気では0.6-0.8の範囲であるが(37),本手法では最大値を求める事が目的

であるので,0.8と一定にする.なお,本節にて用いる日射量は,太陽からの直達

日射及び散乱日射を合わせた,水平面全天日射量を示す｡

次に,求めた日積算日射量の理論最大値に正午の天候によって決められた天

候係数を掛けて日積算 日射量の推算値とする｡この天候係数は神戸商船大学に

おいて観測した正午の各天候(雲量の割合)について,日積算日射量の理論最

大値に対する日射量計を用いて計測した実測値の比率を計算し求めた｡ここで,

天候の分別は船舶での記録方法(38)に合わせ,表 4.1に示すように,全天が隙間

なく雲に覆われている時を1とした雲量の割合を用いて行った｡

すなわち,本手法によって,航海中の正午の緯度と天候の記録だけから簡便

にその日の目積算日射量を推算することができる｡

ー48-



図4.1提案する日射量推算の手順

表4.1雲量の割合と天候の関係

雲量 天候

o以上～0.20未満 b(快晴)
0.20以上～0.85未満 bc(晴)
0.85以上～0.95未満 C(曇り)
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(2)日積算日射量

日射量瞬時値の快晴時の理論最大値は次式(37)を用いて計算した｡

H=IosinhA 印 SeCh+
Iosinh(1-AcWeCh)

2(1-1.4lnA)

ここで,

sinh=sinQsin6+cosQcos6cosa)

ただし,〟 :日射量瞬時値[kW/m2]

Io:大気外日射強度[kW/m2],

本研究では10-1.38kW/m2とする.

h:太陽高度

A:大気透過率,最大値を求めるためA=0.8とする.

d:緯度

∂:赤緯

α:太陽の時角

また,赤緯は次式を用いて計算した｡

♂=23.45sin
360(284+〟)

(4.1)

(4.2)

(4.3)
36 5

ただし,♂:赤緯

n:元日を1とした年間の日付の通し番号

そして,(4.1)式によって日出から日没までの日射量瞬時値を求め,それらを積

算し,日中は晴天が続くと仮定した日積算 日射量の理論最大値を求めた｡航路

上の日積算 日射量の理論最大値を求める場合,船舶は移動するので緯度が変

化するが,日中の移動距離は速力 23ノット,日出から日没までの可照時間が 12

時間としても約 500kmであるので,正午位置を基準として問題ないと考える｡
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(3)天候係数

2001年 8月から翌年 1月までのうち153日間,神戸商船大学において観測し

たスカイカメラの画像を用いて正午の雲量の割合を0.05単位で目測したO正午の

雲量の割合と,その日の目積算日射量の理論最大値及び日射量計を用いて計

測した実測値の関係を調べてみると,正午の雲量の割合と,日積算日射量の理

論最大値に対する実測値の比率には図4.2に示す様に相関関係がある事が分か

った｡ここで,図4.2中の直線は最小二乗法を用いて書いた直線である｡次に,表

4.1を基にして正午の雲量の割合を天候に分別し,天候毎に日積算日射量の理

論最大値に対する実測値の比率の平均値を求めた｡本手法ではその平均値を

天候係数と呼び,次式を用いて表される｡各天候についての天候係数を表4.2に

示す｡
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図4.2雲量の割合と日積算日射量の理論最大値に対する実測値の比率
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表 4.2 天候係数

天候 天候係数

b 0.785
bc 0.622
C 0.502

4.2.2陸上における日射量推算結果

提案した手法によって､気象庁の気象データを基に 2001年の 1年間,潮岬と

那覇における日積算 日射量の推算値を計算し,実測値との比較を行った結果を

表 4.3と表4.4に示す｡

1日あたりの平均値は,潮岬の場合,実測値 4.24kWh/m2に対して推算値が

3.92kWh/m2,誤差が-0.32kWh/m2であり,那覇の場合,実測値 4.06kWh/m2に

対して推算値が 4.08kWh/m2,誤差が 0.02kWh/m2になった｡誤差の標準偏差

は,潮岬の場合1.31kWh/m2,那覇の場合1.16kWh/m2であり,1日あたりの推算

値には変動がある｡原因として,正午の天候とその他の時刻の天候に相違がある

時など誤差が大きくなると考える｡

上述のように 1日あたりの推算値には変動があるが,月別合計値で比較すると,

誤差割合は潮岬の場合-23.8-+10.0%,那覇の場合-14.3-+19.4%になり,本

手法には,それくらいの誤差を含む可能性があると考える｡
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表4.3潮岬における日積算 日射量の推算値と実測値

kWh/m2][kWh/m2] [%]
1月 88.3 70.9 -19.6

2月 99.5 80.7 -18.9

3月 138.6 121.7 -12.2

4月 155.7 140.9 -9.5

5月 155.4 151.9 -2.3

6月 132.1 145.3 10.0

7月 192.4 189.4 -1.6

8月 163.3 153.0 -6.3

9月 121.1 120.9 -0.1

10月 115.0 107.1 -6.8

11月 95.4 77.4 -18.8

12月 87.3 66.5 -23.8

1日の平均値 4.24 3.92 -7.5

表4.4那覇における日積算 日射量の推算値と実測値

i月別合計値 実測値 推算値 誤差割合[kWh/m2][kWh′m2] [%]
1月 81.6 82.5 1.1

2月 85.6 92.0 7.5

4月 128.6 140.4 9.1

5月 117.7 140.5 19.4

6月 162.6 155.1 -4.6

7月 189.2 181.1 -4.3

8月 173.1 164.9 -4.7

9月 110.7 118.2 6.7

ュo月 127.4 115.9 -9.0

11月 109.0 93.4 -14.3

12月 79.0 77.4 -2.0

1日の平均値 4.06 4.08 0.5
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4.2.3航路上の日射量推算結果

(1)データ収集の対象航路と船舶

提案した手法を用いて北米航路,豪州航路,及び欧州航路を航行する船舶を

対象にして日射量を推算した｡図 4.3に対象船舶の大まかな航路及び航行時期

を示す｡北米航路及び豪州航路を航行する第 3章にて対象とした石炭専用船

(全長 239.8m,幅 43.0m,総トン数 58103t)は,日本から北米西岸及び日本から

豪州東岸を航海速力 14.5ノットで約 1ケ月間かけて往復航海している｡一方,欧

州航路を航行するコンテナ船(全長 299.9m､幅 37.1m､総トン数 60117t)は,日

本からスエズ運河を経て欧州西岸を,航海速力 22.8ノットで約 2ケ月間かけて往

復航海している｡

日射量推算の準備作業として,まず,対象船舶のログブックに記録されている

正午の緯度,経度,天候,気圧,気温などのデータを収集した｡ここで,正午の天

候は雲量の目視によって表4.1に示すように分類されて記録されている｡データの

収集日の合計は,北米航路は106日,豪州航路は145日,欧州航路は210日で

あった｡
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欧･J･(･航路航行時期
(199T牢)
･1月中旬-3月中旬
･3月中旬～5月上旬
･5月中旬～7月中旬
･7月下旬-9月中旬
･9月下旬～11月中旬

L Ldtv)

*北米航路航行時期く1998年)
･2月下旬-3月下旬
･3月下旬～4月下旬
･7月上旬～8月上旬
･10月下旬～11月下旬

*蕉州航路航行時期
､ (1998年～1999牢)
･5月上旬～下旬
･6月上旬～7月上旬
･9月下旬～10月中旬
･11月下旬～12月下旬
･12月下旬-1月下旬
･2月上旬～3月上旬

図4.3航路及び航行時期

＼て

(2)各航路の正午に観測された天候の割合

対象とした北米航路,豪州航路,及び欧州航路を航行する船舶において,正

午に観測された天候の全観測日に対する割合を表 4.5に示す｡北米航路では天

候 Oの日が多く,他の天候r,fの日を含めると雲量の割合が1.00の日が全観測 日

の51.9%を占めていた｡豪州航路では天候Cの日,次にbcの日が多く,天候O,r,

fの日は全観測日の6.9%であった｡欧州航路では天候 bcの日が全観測日の59%

であり,天候 O,r,fの日は全観測日の16.2%であった｡

-55-



表 4.5正午に観測された各天候の割合

bc C 0 r f

北米航路 17.9 30.2 41.5 3.8 6.6

豪州航路 40.0 53.1 5.5 1,4 -

欧州航路 59.0 24.8 15.2 0.5 0.5

(3)日射量推算結果

提案した推算方法を用いて,北米航路,豪州航路,及び欧州航路を航行する

船舶の日積算 日射量の推算値を計算した｡各航路上での日積算 日射量の推算

値を図 4.4から図 4.6に示す｡計算の結果,日積算 日射量は北米航路では平均

2.5kWh/m2,豪州航路では平均 4.2kWh/m2,欧州航路では平均4.5kWh/m2に

なった｡航路別に比較すると,欧州航路が最も多く,次に豪州航路が多かった｡

原因として,欧州航路では,天候 bcの日の割合が多く,天候r及び fの日の割合

が少なく,更に他の航路と比べ低緯度の海域を航行したためであると考えられる0

また,季節別に比較すると,当然ながら各航路とも冬季よりも夏季の方が多く,特

に北米航路では冬季に天候 O,r,Fの日の割合が多かったので,その傾向が著し

いことが分かった｡

提案した推算方法において,大気透過率と天候係数を陸上と同じ値を使用す

ることは,大気透過率に関係する大気中の空気分子,水蒸気,及びエーロゾルの

状態や,天候係数に関係する雲の状態は陸上と海上では多少の相違があると考

えられる｡したがって,実測値と推算値の誤差がどの程度あるか,今後調査及び

検討する必要がある｡
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図4.4北米航路上の日積算日射量の推算値
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図 4.6欧州航路上の目積算日射量の推算値

4.2.4太陽光発電電力量の推算結果

前節にて求めた日射量推算値を基に対象船舶の甲板上に太陽電池アレイを

設置した場合の1m2あたりの発電電力量を次式によって計算した(39)0

E,-H.ク∫〟 (4.5)

ただし,E,:発電電力量[kWh]

HA:日積算日射量の推算値[kWh/m2]

7js:太陽電池アレイの変換効率,

本研究では多結晶シリコンを用いると仮定し,

ク5-0.13とする(39).

〟総合設計係数,本研究では〝-0.90とする(39)0

計算の結果,1日あたりの発電電力量は,北米航路を航行する船舶では,平均

-58-



0.30kWh,豪州航路を航行する船舶では,平均 0.50kWh,欧州航路を航行する

船舶では,平均 0.53kWhの発電電力量が期待できる｡太陽電池アレイの設置可

能面積や船舶の消費電力に対する太陽光発電電力の供給比率について今後検

討の必要があるが,欧州航路や豪州航路を航行する船舶に太陽電池を設置する

ことは,北米航路を航行する船舶に比べ有効であることが分かった｡

4.3風力及び太陽光発電システムの大型船舶への導入のケーススタディ

太陽光発電電力量の推算結果を基に,風力発電と太陽光発電を導入した場

合について,第 3章にて対象とした大型石炭専用船を例にケーススタディを行い,

燃料消費量及び,NOx,SOx排出量削減効果について評価した｡

4.3.1太陽電池アレイの設置場所,設置面積

第3章では大型石炭専用船の甲板上の各ハッチ間に,プロペラ形の翼直径 6m,

翼枚数2枚,ブレード中心高さ7m,定格出力12.4kWの風力発電装置を12基設

置するように仮定したが,それらに太陽光発電システムを付加するように,太陽電

池アレイの設置場所を検討した｡

太陽電池アレイの設置場所は,風力発電装置と同様,船体の一般配置図を基

に,面積を最大限拡大し,荷役や操船の妨げとならないように検討した｡甲板上

の最前部と最後部のハッチ上に240m2の太陽電池アレイと,中央部の5枚の-ツ

チ上に 285m2の太陽電池アレイの設置を仮定した｡太陽電池アレイの設置総面

積は1905m2になったO図4.7に風力発電装置及び太陽電池アレイの設置場所を

示す｡
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何 日目l∃l∃r
■太陽電池アレイ:1905m2

図4.7風力発電装置及び太陽電池アレイの設置場所

4.3.2風力発電及び太陽光発電電力量

導入を仮定した太陽光発電システムからの発電電力量は,前節で求めた対象

船舶の航路上の日積算 日射量を基に,(4.5)式を用いて計算した｡計算の結果,

推定太陽光発電電力量は最大 1498.8kWh/day,平均 813.4kWh/dayになった｡

第 3章にて求めた風力発電電力量と太陽光発電電力量を合計すると,最大

3564.5kWh/day,平均 1777.8kWh/dayの発電電力量が見込まれる結果になっ

た｡
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4.3,3電源システムの構成

推定風力及び太陽光発電電力量から1時間あたり最大 148.5kWh,平均 74.1

kWhの電力量が見込まれる｡使用電力量は機関ログブックから,1時間あたり最

大383kWh,最小 259kWh,平均 320kWhであるので,常に使用電力量が風力発

電電力量より多い｡したがって,図 4.8に示すように風力及び太陽光発電装置か

らの電力を単純連系方式にて供給する構成にした｡また,対象船舶の電力調査

表から,ACIOOV系統の需要電力量は1時間あたり50kWhであり,風力及び太陽

光発電電力をACIOOV系統に供給すると,余剰電力が発生する可能性があるた

め,AC440V系統に供給するシステムにした｡

推定風力及び太陽光発電電力量と使用電力量から,風力及び太陽光発電シ

ステムよって船内に供給できる電力量の割合を計算した｡計算の結果,風力及び

太陽光発電システムから使用電力量の平均 23.4%の供給が見込まれる｡

太陽光発電装置 l

風力発電装置 12.4kWX12

-.> 寸 l

アイーゼル発電機 530kW. 巨常 AC変圧器 A(用配電盤l DC

lディーゼル発電機 530kWlディーゼル発電機 530kW

C440V系統

CIOOV系統

24V系統

図4.8風力及び太陽光発電システムを導入した電源システム
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4.3.4風力発電及び太陽光発電システムの重量の主機関出力への影響

風力発電システムと太陽光発電システムの重量の主機関出力-の影響につい

て,第 3章にて求めた結果を基に考察すると,船体の重量は約 30ton増加し,排

水量等曲線図を用いて浸水表面積を求めると,0.015%増加する｡浸水表面積と

主機関出力は比例するが,浸水表面積の増加率が微少であるので,主機関出力

には影響ないと考える｡

4.3.5省エネルギー及び大気汚染物質削減効果

風力発電システムと太陽光発電システムを併せて導入した場合の,燃料消費

量,NOx,SOx排出量削減効果を評価するため,風力発電及び太陽光発電シス

テムを導入した電源システムの発電用ディーゼル機関及び主機関の燃料消費量,

NOT,SOx排出量を求め,現行電源システムとの比較を行ったC

燃料消費量は図3.9と図3.10に示した発電用ディーゼル機関出力及び主機関

出力と燃料消費量の特性を基に計算し,NOx排出量は機関負荷率を考慮した

(2.ll)式を用いて計算し,SOx排出量は燃料消費量を基に,(2.12)式を用いて計

算した｡

燃料消費量は現行電源システムでは,平均 1764.0kg/h,風力発電及び太陽

光発電システムを導入した電源システムでは平均 1749.6kg/hになった｡1日あた

り345.6kg,対象日全体で96.8tonの削減が期待できる｡

NOx排出量は現行電源システムでは,平均 149･7kg/h,風力発電及び太陽光

発電システムを導入した電源システムでは平均 149.0kg/hになった｡1日あたり

16.8kg,対象日全体で4.7tonの削減が期待できる｡

sox排出量は現行電源システムでは,平均 52.9kg/h,風力発電及び太陽光
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発電システムを導入した電源システムでは平均 52.5kg/hになった｡1日あたり

9.6kg,対象日全体で2,7torlの削減が期待できるO

4.4まとめ

海上の自然エネルギーの有効利用を目的とし,風力発電と太陽光発電を併せ

て導入した電源システムの検討を行った｡まず,船舶のログブックに記録されてい

る正午位置,天候など,入手可能な限られたデータから日射量を推算し,太陽光

発電電力量を計算する簡便な方法を提案した｡航路別の日積算日射量を求める

と,北米航路では平均 2.5kWh/m2,豪州航路では平均 4.2kWh/m2,欧州航路

では平均 4.5kWh/m2になった｡その結果から各航路を航行する船舶の甲板上に

太陽電池アレイを設置した場合の1m2あたり1日の発電電力量を求めると,北米

航路を航行する船舶では,平均 0.30kWh,豪州航路を航行する船舶では,平均

0.50kWh,欧州航路を航行する船舶では,平均 0.53kWhの発電電力量が期待

できる｡海上の日射量を推算する際,大気透過率と天候係数を陸上の場合と同じ

値を使用するため,多少の誤差が生じると考えられるが,提案した方法によってど

の航路でも即座に,簡便に日射量を推算できる意義は大きい｡

次に,太陽光発電電力量の推算結果を基に,風力発電と太陽光発電を導入し

た場合について,第 3章にて対象とした大型石炭専用船を例にケーススタディを

行い,燃料消費量及び,NOR,SOx排出量削減効果について評価したO

対象船舶の場合,定格出力 12.4kW,12基の風力発電システムに併用し,甲

板上に 1905m2の太陽電池アレイの設置が可能である結果になった｡提案した日

射量推算法を基に,航海中の太陽光発電電力量を求め,風力発電電力量と合

計した結果,風力及び太陽光発電システムによって,使用電力量の平均 23.4%の
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供給が可能であることが分かった｡

発電用ディーゼル機関と主機関の燃料消費量及び,NO芯,SOx排出量を比較し

た結果,風力発電システムに太陽光発電システムを併用する事によってそれぞれ

の削減効果を高めることができたが,本節にて検討した単純連系方式では風力

及び太陽光発電電力量に相当する分が削減できるだけで,対象船舶全体の燃

料消費量及び,NOx,SOx排出量に対する比率は大きなものでないことが分かっ

た｡しかし,海上の自然エネルギーの有効利用という観点から,風力発電や太陽

光発電を主電源の補助として使用可能であり,その運用方法を工夫すれば,省

エネルギーや,大気汚染物質削減効果を高めることができると考える｡そこで,吹

章から,風力発電及び太陽光発電とディーゼル発電を統合したハイブリッドシステ

ムととらえ,それぞれの特性を考慮した効果的運用方法を検討し考察した結果に

ついて述べる｡
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第 5章 船舶電源に導入した風力及び太陽光

発電システムの効果的運用方法

5.1はじめに

前章までは,風力発電,太陽光発電を既存のディーゼル発電システムに単純連

系方式で組み込んで利用する場合について検討を行った｡本章では,風力発電,

太陽光発電とディーゼル発電を統合したハイブリッドシステムととらえ,それぞれの

特性を考慮した効果的運用方法について検討する｡具体的に,風力及び太陽光発

電の船舶電源-の導入を想定し,需要側である船内電力の負荷変動特性,及び

逆に供給側である風力及び太陽光発電の電力変動特性に着目し,単純連系方式

よりも省エネルギー効果が高いと期待される,

･風力･太陽光発電電力をピークロード用として利用する運用方法

･太陽光発電電力の予測を用いたハイブリッドシステムの運用方法

を提案し考察した結果について述べる｡

5.2風力･太陽光発電電力をピークロード用として利用する運用方法

これまでの運用方法は,風力発電や太陽光発電電力を単純連系方式にて,負

荷に供給し,発電用ディーゼル機関の燃料消費量を削減するのが目的であった

が,本節にて提案する運用方法は,消費電力に比べ小出力の風力発電や太陽

光発電電力を消費電力のピークカットとして利用し,発電用ディーゼル機関の定

格出力を削減することによって,さらなる燃料消費量削減を目的とする｡

本節では,まず,風力や太陽光発電電力を消費電力のピークカットとして利用
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する運用方法を考察し提案する｡次に,提案した運用方法を検証するため,小型

船舶において,計測を行った風速データを用いて計算した風力発電電力及び陸

上の実験用太陽光発電装置によって計測した太陽光発電電力を用いて,現行電

源システムを基に,風力･太陽光発電システムを併用した電源システムの検討を

行う｡

最後に,風力･太陽光発電電力を単純連系方式にて,負荷に供給するこれま

での運用方法と,提案する運用方法を用いてシミュレーションを行い,発電用ディ

ーゼル機関の燃料消費量を比較し,提案した運用方法の省エネルギー効果につ

いて評価を行う｡

5.2.1運用方法とシステム構成

これまでの運用方法の場合,蓄電池を用いず,風力及び太陽光発電システム

の発電電力を単純連系方式にて負荷に供給し,風力発電電力の供給不足分は

ディーゼル発電機によって供給していたが,消費電力に対する風力発電及び太

陽光発電電力の比率が少ないため,発電用ディーゼル機関の燃料消費量削減

効果が小さかった｡また,船舶の消費電力は,断続運転する機器によって変動が

大きく,特に停泊中と航海中の消費電力を比較すると,その差が著しい｡そこで,

本研究では,消費電力の変動に着目し,供給比率の少ない自然エネルギーの発

電電力を効果的に利用し,発電用ディーゼル機関の燃料消費量を効果的に削

減する運用方法を提案する｡

提案する運用方法は図5.1に示すように,風力発電装置,太陽電池,蕃電池,

ディーゼル発電機,インバータによって構成されたシステムを対象とするOその運

用方法は,図5.2に示すように消費電力PLJが変動した場合,消費電力PLJ･がある

-66-



設定電力 ps未満時(低負荷時)に,風力･太陽光発電システムによって蓄電池を

充電し,消費電力pLJ.がps以上時(高負荷時)に風力･太陽光発電システムと蓄電

池によって,Psを超過する電力を供給するoこのように,消費電力のピークカットを

行うことにより,発電用ディーゼル機関を小容量化でき,平均負荷率が増加し,燃

料消費量を削減することができる｡

J
a
Jh
O
d
p

t20
1
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5.2.2ピークカットを行う消費電力設定方法

上述の運用方法を用いる際,ピークカットを行う消費電力を設定する必要があ

る｡よって,図5.2を参照にしながらピークカットを行う設定電力Psの設定方法を述

べる｡

設定の検討を行う時間をLとし,その時間を等間隔 Tに区切るとすれば,Lは

次式によって表される｡

L-Tn(Dは1以上の整数) (5.1)

また,区切った各時間における風力･太陽光発電システムの発電電力を PH,f/によ

って表す｡

消費電力 PL,･が Ps未満時,風力･太陽光発電システムの発電電力はすべて蓄

電池に充電される｡0≦TSTj(1≦j≦n)時間の総充電電力量 EBCjは蓄電池の充

放電効率をク bとすれば,次式によって表される｡

EDCJ-皇九aPmTJll
(5.2)

ただし,6-0(PLJ･≧P3,6-1(PL,<Pj

一方,ピークカット時(pL,･≧Ps),0≦T≦Tj(1≦j≦n)時間の風力･太陽光発電

システムの総発電電力量E.竹は次式によって表される.

E..mj-i:Sj?JJ'=I
ただし,6-1(PLJ･≧Pi),6-0(PL,･<Pj

(5.3)

また,ピークカット時(pLJ･≧PD,0≦T≦Tj(1≦j≦n)時間の風力･太陽光発電シ

ステム及び蓄電池からの負荷に供給する総電力量垢は次式によって表される｡

EN,-皇6(Pu一雪)T (5･4)I'=1
ただし,6-1(PL,･≧P3,6-0(PLJ<P)

よって,Tj(1≦j≦n)時間後の蓄電池の残存電力量 EB笹 蓄電池の初期電力
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量をEBOとすれば次式によって表されるo

EBj-EBO+EBCj+EJl,F1-ENj (5.5)

ここで,EBj<0になれば,蓄電電力量不足のため,安定した電力供給ができな

くなる.そこで,すべてのj(l≦j≦n)について EBj>0になるように風力･太陽光発

電電力及び消費電力のデータに基づきEBOとPsを決定するO

5.2.3燃料消費量の比較と削減効果の検討

本節では,発電用ディーゼル機関の負荷率と燃料消費率の特性を調査した結

果及び仮想風力･太陽光発電電力,消費電力モデルを用いて,風力･太陽光発

電システムを用いず発電用ディーゼル機関のみによって電力を供給する運用方

紘(運用方法 1[Methodl]とする)とこれまでの運用方法(運用方法 2[Method2]と

する)及び本運用方法(運用方法 3[Method3]とする)の燃料消費量を比較し,運

用方法3を提案する意義を述べる｡

(1)ディーゼル機関の小容量化による燃料消責量削減効果に関する考察

運用方法1及び2における発電用ディーゼル機関の定格出力 PDRlは,発電用

ディーゼル機関の最大負荷率を クL,,発電機効率を ク C,消費電力の最大値を

｣‰ ･とすれば次式によって表される(40)I(4り｡

P,_､-

ノ㌦ = -｣ 土-

11,I17.
(5.6)

そして,運用方法3における発電用ディーゼル機関の定格出力pDJ72は,Psを用

いて次式によって表される｡

P5㌔--
11L/T7.
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PDRlとPDK2を比較すると,消費電力のピークカットによって,PLX>Psになるため

pDRJ> PDJUになり,運用方法 3によって発電用ディーゼル機関の定格出力が減少

レ｣､容量化できることが分かる｡

次に,運用方法 3を用いれば,発電用ディーゼル機関が小容量化し,その平

均負荷率の増加によって,運用方法 2と比較し燃料消費量が削減できる可能性

を検証するため,発電用ディーゼル機関メーカーの協力を得て,定格出力 44kW

から132kW までのディーゼル機関の負荷率と燃料消費率の特性を調査した｡図

5.3に調査した特性を基に各機関の燃料消費量を計算し,等機関出力線(破線

にて示す)を重ねた結果を示す｡図5.3から負荷率と燃料消費量の特性は右上が

りの直線で表され,各負荷率における燃料消費量は定格出力が小さくなれば,演

少する傾向にある｡また,各等機関出力線と負荷率及び燃料消費量の特性から,

同じ機関出力のとき,小容量の機関ほど,燃料消費量が少ない傾向にある｡した

がって,運用方法 3を用いれば,ディーゼル機関が小容量化できるため,平均負

荷率が増加し,運用方法2と比較して燃料消費量が削減できることが分かる｡

図 5.4には,図 5.3の特性から求めた各機関の負荷率と相対燃料消費率を示

す｡図 5.4から各機関とも負荷率 90%から100%で相対燃料消費率は最小になり,

負荷率が減少するにつれて相対燃料消費率は増加する傾向にある｡したがって,

運用方法 3は,風力･太陽光発電電力と蓄電電力によって,消費電力のピークカ

ット行い,発電用ディーゼル機関を小容量化し,できるだけ高負荷で運転し燃料

消費率を減少させることができるため,運用方法 2と比較して,燃料消費量の削

減に有効であることが分かる｡
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(2)仮想風力･太陽光発電電九 消費電力モデルを用いた燃料消費量の比較

具体的に運用方法 3を用いた場合の燃料消費量削減効果を示すため,各運

用方法の燃料消費量を,以下の要領で設定を行い比較した｡

図5.5に風力･太陽光発電電力,消費電力モデルを示す｡同図は rを1時間と

して24時間のモデルである｡消費電力は図の様に低負荷時と高負荷時に分かれ

るO運用方法 1及び2の発電用ディーゼル機関の定格出力 PDRlは図5.3に負荷

率と燃料消費量の特性を示した132kWとしたため,高負荷時の消費電力PLflは,

(5･6)式においてクL,を0･85,クCを0.92として(40)･(41)計算すると103.2kWになる.

高負荷の時間は24時間中,4時間から14時間まで変化させ検討を行う｡この時,

消費電力の平均値を80kWと定めたため,低負荷の時の消費電力PLLは,高負符

の時間に伴い75.4kWから47.5kWまで変化する｡一方,風力･太陽光発電電力

P,1,,は,最初の5時間は0,その後 2時間毎に3kWずつ 12kWまで増えて最大

になり,その後2時間毎に3kWずつ減少し,19時以降は再び0になる｡この場合,

全消費電力に対する風力･太陽光発電電力は5%になる｡

運用方法3のピークカットを行う設定電力Psは5.2.2節に述べた方法を基に,

風力･太陽光発電電力,消費電力の変動から(5.5)式の蓄電池残存電力量 EB

がすべての時間においてEB>0になる様にPsと蓄電池容量を設定した｡運用方

法 3の発電用ディーゼル機関の定格出力 PDK2は(5.7)式を用いてクLFを0.85,

77gを0･92として計算した.また,運用方法 1及び2の燃料消費量は,図5･3に

示す定格出力132kWのディーゼル機関の負荷率と燃料消費量の特性から計算

し,運用方法 3の燃料消費量は同図の定格出力 92kWと132kWのディーゼル

機関の負荷率と燃料消費量の特性を補間して,それぞれの定格出力について

計算した｡
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図5.5風力･太陽光発電電力,消費電力モデル

図 5.6に高負荷の時間を変えた場合の各運用方法における発電用ディーゼ

ル機関の定格出力,ピークカットを行う設定電力及び必要な蓄電池容量を示す｡

図 5.6から,平均消費電力は同じであるが,高負荷の時間が短時間であるほど,

psは低く設定され発電用ディーゼル機関を小容量化できることが分かる.ただし,

このとき,必要な蓄電池容量は大きくなる｡

図 5.7に運用方法 2及び 3における発電用ディーゼル機関の平均負荷率を

示す｡図5.7から運用方法3によって,ディーゼル機関の定格出力が減少レJ､容

量化され,平均負荷率が増加したことが分かる｡また,図 5.8に各運用方法の燃

料消費量を示す｡図5.8から,運用方法2によって燃料消費量は削減できるが,

運用方法 3を用いれば,さらに燃料消費量の削減が可能になり,高負荷の時間

が短時間であるほど,運用方法 3のディーゼル機関は小容量化され,平均負荷

率の増加によって燃料消費量は削減できる傾向があり,高負荷が 4時間の時,

約 3倍の燃料消費量の削減が期待できる｡
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図5.8高負荷の時間と燃料消費量

5.2.4シミュレーションによる運用方法の検証

提案した運用方法を検証するため,小型船舶において計測した風速データを

使用し計算した風力発電電力及び陸上の実験用太陽光発電装置によって計測

した太陽光発電電力を用いて,風力･太陽光発電システムを導入した電源システ

ムの検討を行った｡これを基に,これまでの運用方法と,提案する運用方法を用い

てシミュレーションを行い,発電用ディーゼル機関の燃料消費量を比較し,提案し

た運用方法の省エネルギー効果について評価を行った｡
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(1)対象船舶

対象とした船舶は大阪湾や瀬戸内海を航海する海技大学校所有の練習船

"海技丸"である｡海技丸の主要目を表 5.1に示す｡海技丸の運航状態は昼間に

航海を行い夜間は停泊している｡本研究では,海技丸において 2000年 8月 22

日から25日までの 4日間,瀬戸内海を航行した研究航海において,航海中 10

分毎に計測した相対風向,相対風速,消費電力などのデータを使用し,電源シス

テムの検討を行った｡

表 5.1海技丸の主要目

幅
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(2)風力発電装置の仕様と設置場所

海技丸に設置を仮定した風力発電装置は神戸商船大学所有の WESTWIND

1.8kW WINDPOWERGENERATORである｡表5.2に風力発電装置の主要目を

示す｡これを用いて風速,風向,発電機出力を計測し,出力特性を作成した｡風

力発電装置の出力特性を図5.9に示す｡

航海中,採取した風速データを基に風速の分布を作成した｡図 5.10に計測し

た相対風速の分布を示す｡図5.10から計測した風速は風速 7m/Sから9m/Sをピ

ークとし分布していることが分かる｡また,夜間停泊時の風速データは,1時間毎

に計測された気象庁のデータを使用した｡停泊時の平均風速は 2.3m/Sであっ

た｡

風力発電装置の設置場所は海技丸の船体の一般配置図を基に,操船や甲板

作業の妨げにならず,風を受けやすいように検討した｡検討の結果,図 5.11に示

すようにコンパスデッキ後部に決定した｡

表5.2風力発電装置の主要目

形式 3ブレードアップウインド

翼直径 3.6m

カットイン風速 3.0m/S

定格風速 12.5m/S

ファーリング風速 17.0m/S

耐風速 60.0m/S

-77-



0 10 20 30 40 50 60 70

windvelocity[m/S]

図5.9風力発電装置の出力特性

aU
U
a

JJn
U
U

O
1
0

Sa
t
lJ
!

15
0

l

aq
u
J
n

U
a
q

ド

4

2

0

8

6

4

1

1

1

0

0

0

人U

0

0

0

0

0

㌔ √ゝ ㌔ ㌔ ㌔ ㍉ ㌔ ㌔ ㌔ 了 ㌔ 〆

Windvelocity[m/S]

図 5.10計測した風速値の分布

ー78-



(3)太陽光発電装置の仕様と設置場所

本研究では神戸商船大学所有の実験用太陽光発電装置によって計測 した,

研究航海実施期間の太陽光発電電力データを使用した｡表 5.3に実験用太

陽光発電装置の主要目を示す｡太陽電池アレイの設置場所は図5.11に示す

ようにコンパスデッキ前部とボー トデッキ後部に決定した｡太陽電池アレ

イの設置総面積は38m2,出力は4.4kWである｡

表 5.3 実験用太陽光発電装置の主要目

太陽電池モジュール 多結晶シリコン

最大出力 102[W]±5[%]

短絡電流 3.25[A]

開放電圧 42.5[V]

最大出力動作電流 3.02[A]

最大出力動作電圧 33.8[V]

太陽電池アレイ

総出力 9.8[kW]

最大動作電圧 270.4[V]

最大動作電流 36.2[A]

直列数 8直列

並列数 12並列

総モジュール枚数 96枚
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図5.11風力発電装置,太陽電池アレイの設置場所

(4)風力･太陽光発電電力,消費電力

航海中の風力発電電力は,計測した風速データと図5.9に示す風力発電装置

の出力特性及び図 5.10に示す相対風速の分布から計算した｡風力発電電力は

最大 1.80kW,平均 0.45kWになった｡

設置を仮定した太陽電池アレイの太陽光発電電力は,実験用太陽光発電装

置によって計測した電力に面積と傾斜角度の換算を行い計算した｡太陽光発電

電力は最大 3.20kW,平均 1.75kWになった.

研究航海が実施された4日間の風力･太陽光発電電力,消費電力を図5.12に

示す｡航海中の風力及び太陽光発電電力は最大 4.45kW,平均 2.79kW になっ
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た｡そして,停泊中は最大2.58kW,平均0.31kWになった｡

消費電力は航海中,最大48.8kW,最小 25.8kW,平均 32.9kWであった｡また,

停泊中は一定の8.OkWであったO図5.12から航海中と停泊中では,かなり変動が

あることが分かる｡

W ind･PV power Load power

⊂〉⊂>く>0⊂>○⊂〉 くつ くつ く>く>⊂>⊂〉くつ ⊂>く> ○く⊃⊂>⊂〉く⊃l=〉 ⊂〉⊂〉 ⊂> く>く>⊂>⊂〉く>⊂〉 一=〉⊂〉 ⊂>
寸 tD eqのせく】⊃ N の 寸 LDN の寸 IDN CO寸
N ー■ '･一 N '･イ ーイ Cq '･･｣ ■一 N - -N

Time

図5.12風力･太陽光発電電力,消費電力

(5)シミュレーションの条件

シミュレーションの前提条件として,電源システムは図 5.1に示した機器で構成

され,これまでの運用方法を用いる場合,蓄電池は使用しないと仮定した｡ こ こ

で,発電用ディーゼル機関の定格出力は(5.6)式によって, クL,を 0･85, ク gを

0.92として計算した｡計算の結果,現行の発電用ディーゼル機関の定格出力は

62kW になった｡また,蓄電電力量は(5.2)式における蓄電池の充放電効率 ク bを

0.90として計算した｡

-81-



(6)シミュレーション結果

提案した運用方法を用いる場合,ピークカットを行う消費電力を設定する必要

があるため,5.2.2節に述べたように設定を行った｡その結果,ピークカットを行う設

定電力は 34kW になった｡そして,発電用ディーゼル機関の定格出力は(5.7)式

によって計算した結果,現行の62kWから44kWになり,29%小容量化できた｡また,

このときの蓄電池容量は蓄電池の残存電力量から30kWhになった0

各運用方法を用いた場合の燃料消費量は図 5.3に示した定格出力 62kW と

44kWのディーゼル機関の負荷率と燃料消費量の特性を用いて計算した｡その結

果,ディーゼル発電機のみを使用する現行の電源システムでは,平均 6.9kg/h,

これまでの運用方法の場合,平均 6.6kg/h,提案した運用方法の場合,平均

6.0kg/わになった｡提案した運用方法を用いると消費電力のピークカットによって,

発電用ディーゼル機関の定格出力が減少し,負荷率が増加したため,これまでの

運用方法に比べ,燃料消費量を削減できる結果になった｡
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5.3太陽光発電電力予測を用いたハイブリッドシステムの運用方法

本節では,太陽光発電とディーゼル発電を統合したハイブリッドシステムにおいて,

供給側 である太陽光発電の電力変動特性に着 目し,太陽光発電の発電電力の予

測を用いた-イブリッドシステムの運用方法を提案する｡ここで,提案する運用方法

は交通艇やヨットなど,太陽光発電によってほぼ消費電力を供給できる場合を対象

とする｡

提案手法は,一定時間の太陽光発電電力と負荷電力の平均値の時系列データ

を予測してディーゼル発電機の最適な運転計画を立てることにより,太陽光発電電

力の有効利用,蓄電池充放電電力量の減少,ディーゼル発電機の最適負荷率運

転を実現するものである｡これによりディーゼル発電機の燃料消費量を削減すること

ができる｡以下,提案手法の詳細と,1年間の太陽光発電電力の実測データに基

づくシミュレーションによる検証結果を述べる｡

5.3.1システム構成と前提条件

提案する運用方法は,図5.13に示すシステムを対象とする｡システムは,負荷,太

隣電池,蓄電池,双方向インバータ,及びディーゼル発電機によって構成される｡

図中の数字は後のシミュレーションで用いる標準的な容量である｡以下,本研究で

用いた各装置のモデルと前提条件について説明する｡
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図5.13システムのブロック図

(1)太陽電池

太陽電池は,表5.3に示した神戸商船大学所有の実験用太陽光発電装置の太

陽電池をモデルとし,この発電電力の実測値を後述のシミュレーションで利用した｡

(2)負荷

負荷に関しては,提案手法の効果がよく現れると考えられる次の条件,(1)晴天

時は太陽光発電電力が負荷電力を上回ることがあること,(2)太陽光エネルギーの

みでは,全需要電力量を賄うことができず,必ずディーゼル発電機などの他の電源

が必要であることを考慮して決定した｡まず,1時間毎に適当な値を定めて1日の

負荷曲線(標準負荷曲線と呼ぶ)を作成した(図5.14の太線)｡前述の最大10kW

の太陽電池に対して,標準負荷曲線の最大値は4.5kW,最小値は1.5kW,平均値

は約3.1kW となっている｡次に,標準負荷曲線を基に乱数を用いて±10%以内の

変動を加えたものをシミュレーションで用いる負荷電力とした.図5.14の細線がその

例である｡

また,本提案方式では太陽光発電電力のみならず負荷電力の予測も必要である｡

負荷電力の予測に関しては,これまで数多くの研究がなされているため,その研究
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成果が使えるものとする｡例えば,文献(42)では,翌日24時点の電力需要予測の

結果として,平均予測誤差2.73%,最大予測誤差6.41%を挙げている.ただし,これ

は平日の晴れの日に限った結果であり,予測精度については,様々な条件に依存

すると考えられることから,誤差をやや大きめに見積もった｡具体的には,図5.14の

標準負荷曲線を予測値とすることで予測誤差を±10%以内としている｡

なお,現実には,負荷電力は季節などによっても大きく変動するが,その変動は

様々な条件に依存するために一般化するのが困難であり,また,本提案方式では,

負荷電力と太陽光発電電力の差が重要であって,一般に太陽光発電電力の方が

変動が激しいことから,負荷電力を大きく変動させなくとも提案方式の効果の検証に

差し支えないと考えられる｡ただし,確認のため,負荷電力を図5.14の曲線とは全く

別に,乱数のみで決定したシミュレーション結果も後に示す｡
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図5.14 日負荷曲線
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(3)蓄電池

蓄電池については,詳細なモデル化も検討されているが(43)I(44),ここでは,計算

の簡略化のため,充放電効率 クbのみを考慮するOすなわち,太陽電池の発電電

力量Epを一旦蓄電池に充電したのちに負荷に供給できる電力量は,クbEpであるO

蓄電池容量はノ1ラメータとして変化させて検討する｡

(4)インバータ

インバータは,双方向,すなわち,通常の直交変換のほか,ディーゼル発電機の

出力電力が負荷電力を上回る場合は,余剰電力を整流して蓄電池に充電できるも

のとする｡このとき,蓄電池の充電効率を含めたインバータの効率をp J･とする.すな

わち,ディーゼル発電機の発電電力量Edを一旦蓄電池に充電したのちに負荷に

供給できる電力量は,〟,EJeあるO

(5)ディーゼル発電機

ディーゼル発電機は交流側でシステムと接続されている｡ディーゼル発電機の燃

料消費特性については,定格出力15kW の水冷立型4サイクルディーゼル発電機

の燃料消費量を実測した｡結果を図5.15に示す｡横軸が出力電力,縦軸がその電

力で1時間運転した場合の燃料(軽油)消費量(リットル)である｡ここで,この結果を

もとに,燃料消費量を1次式で近似し,さらに,定格出力電力pdpaXとその時の燃料

消費量CFmaJで正規化して,以後のシミュレーションに用いる｡すなわち,出力電力Pd

での燃料消費量をCjtするとき,pd-Pd/Pd,mR,-′C,-C,/Cf,血 とおく｡このとき,pdと

C,との関係は,

cF=77dPd+(ト ゲ)

で表されるO実測したディーゼル発電機の場合,ク d-0.72となるO
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なお,太陽電池や蓄電池から電力が得られない場合でも,ディーゼル発電機単

独で負荷電力を供給できるものとする｡したがって,前述の負荷に対して,Pd,maxを

5kW とした｡
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図5.15 ディーゼル発電機の燃料消費量

15

5.3.2太陽光発電電力予測を用いたシステム運用方法

(1)予測を用いない場合の運用方法

システムの効率を上げるには,(1)太陽光発電電力を最大限に利用する,(2)充

放電時の損失を減らすために充放電電力量を少なくする,(3)単位発電電力量あ

たりの燃料消費量を減らすためにディーゼル発電機を定格に近い負荷率で運転す

ることが重要である｡本節では,まず,太陽光発電電力の予測を用いない場合のシ

ステム運用法について述べる｡

①低充電電力方式

上記の条件(1),(2)を重視した運用方式として,通常は負荷電力から太陽光発

電電力を差し引いた需要電力の不足分(不足電力と呼ぶ)をディーゼル発電機で
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発電し,太陽光発電電力が負荷電力を上回る場合のみ,余剰電力を蓄電池に充

電することが考えられる｡太陽電池の発電電力が負荷電力を下回ると,蓄電池は放

電してこれを補う｡文献(31)のConstantCharge-Level法や文献(28)で比較対象と

している比例制御法などは,比較的この方式に近いと考えられる｡ただし,これらの

文献では,負荷電力がらmaxを上回る場合を想定している点が若干異なる.

②ディーゼル発電機定格出力方式

低充電電力量方式とは逆に,上記の条件(3)を重視した方式として,ディーゼル

発電機を定格出力運転か停止かのどちらかで使用することが考えられる｡すなわち,

蓄電池の充電状態が下限設定値以下であればディーゼル発電機を起動して定格

出力で運転し,負荷電力を供給するとともに蓄電池を充電するO蓄電池の充電状態

が上限設定値に達するとディーゼル発電機を停止し,太陽電池と蓄電池から負荷

電力を供給する｡文献(30)で述べられている方式などは,この方式に近いと思われ

る｡

(2)ディーゼル発電機出力決定に関する考察

以上のように,蕃電池-の充放電電力量を減少させることと,ディーゼル発電機

を定格負荷率で運転することは,トレードオフの関係にあり,両者の折り合いをつけ

る最適なシステム運用方法を考える必要がある｡太陽光発電電力予測を用いた運

用法について述べる前に,燃料消費量を最小にするディーゼル発電機の出力につ

いて簡単な考察をする｡

簡単化のため,曙刻t=/Tから(ir1)Tまでの時間Tの間,負荷電力は一定とL

pJ(1)で表す()'は0以上,Dll以下の整数)Oただし,p/はディーゼル発電機の定
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格出力電力Pd,maJで正規化されているものとする｡このとき,時系列pJ(0),pJ(1),‥ . ,

pJ(D-1)で表される負荷にディーゼル発電機で電力を供給することを考えるO

まず,負荷電力と常に等しくなるようにディーゼル発電機を運転した場合の燃料

消費量C/,は,(5.8)式を用いて,

cn-撞 p,()I)･(卜77d)DI, (5･9)

と表せる｡

次に,jT≦t〈(j+1)T,(jは1以上,D-1以下の整数)の間は,ディーゼル発

電機を停止し,0≦t〈ノm 間に蓄電池に充電された電力を負荷に供給することを考え

る｡この場合,ディーゼル発電機の出力を一旦充電してから負荷に供給する場合の

効率を ;7 Jtすると,pJLl)TyクP電力量を0≦tくjTの間に余分に発電する必要がある
から,この場合の燃料消費量c,2は,

司 竃pJ(i,-pI(j,.票 IT ･(1-qd,(D-1,, (5･.0,

となる｡

したがって,cl,-CRを計算すると,

C〝-cl司(I-qd,一昔(1I,7J,p/(j,),
であるから,

p,(j)<言霊 (-qLh)

(5.ll)

(5.12)

のとき,cn〉cR,すなわち,負荷電力pJCbを蓄電池から供給した方が,ディーゼル発
電機から直接供給するよりも燃料消費量が少なくなる｡このとき,pJU)が小さいほど,

C,,が小さくなることが分かるO

以上の考察から,燃料消費量を最小にするには,負荷電力が(5.12)式を満たす
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場合は,その間ディーゼル発電機を停止し,あらかじめ充電された蓄電池から負荷

電力を供給する.逆に,負荷電力が(5.12)式の右辺(これをク ,Aとおく)以上の場合

は,ディーゼル発電機の出力を負荷電力と等しくすればよい｡

(3)太陽光発電電力予測を用いた運用方法

前節の考察に基づき,これに太陽光発電電力の予測と蓄電池残存電力量を考

慮してディーゼル発電機の最適な出力を決定する｡以下,この手順を図5.16に示す

例とともに詳しく述べる｡

まず,ディーゼル発電機の出力計画を立てる時刻をt=0として,)'T<_i〈()I+1)T,

()'=0,1,‥.,A-1)間の負荷電力と太陽光発電電力の平均値をそれぞれ,pJ(1),

pp (1)とし,ディーゼル発電機の出力電力をpd(1)とする｡ただし,pJ()),Pp (1),Pd(1)

は,それぞれ,Pd,maJで正規化されているものとするO

(Stepl)

負荷電力と太陽光発電電力の平均値p/()),pp(1),(1'-0,1, ･･I,Dl1)を予測し,

不足電力p/(1)-Pp())を求める｡

図5.16(a)に,そのイメージとして不足電力の予測例を示す｡この例では,〟=7と

し,0≦t(7Tの区間で時間7毎の平均電力を予測している04TSt(7Tにおいて,

値が負になっているのは,太陽光発電電力が負荷電力を上回ることを表している｡
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(Step2)

各時間帯のディーゼル発電機の出力電力pd(1),(1㌧ 0,1,...,n-1)を以下のように

仮に定めるo p"-l pJo(1,-Pp(1, ([=J((I,;-Ppp;:,2<72t:, (5･13,

ただし,クtJ,は,(5.12)式の右辺で定義される値であるO

図5.16(b)がその例である.この場合,ディーゼル発電機は,0≦tく2Tの間のみ発

電を行い,2T≦t(7Tの間は停止と仮決定しているO

(Step3)

ノ=0とする｡

(step4)

時刻t=(J'+1)Tでの蓄電池残存電力量を予測し,これをEb()I+1)とする.図

5.16(C)に例を示すOこの例では,0≦tく2Tの区間,ディーゼル発電機はちょうど不

足電力を発電すると仮定しているので蓄電池残存電力量は変化がない｡区間

27等t〈3reは,ディーゼル発電機が停止しているので蓄電池は放電し蓄電池残存

電力量が減少している｡

(step5)

Eb(ir上)が定められた蓄電池残存電力量の下限設定値Eb,mJnを下回った場合は,

0_<ノ≦)I- 1において,0くpd(J)〈1を満たすディーゼル発電機の出力pd(j)を

Eb()'+1)-Eb,mmとなるように増加させるO

図5.16の例では,Eb(3)がEb,mJ･Pを下回っている(同図(C)).したがって,同図(d)に

示すように,pÅo),pメl)を,†Eb.P,･n-Eb(3))/ク P)電力量を余分に発電するように増加さ
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せる.このとき,pdの最大値は1であるO

(Step6)

Step5の操作後もEb(1'+1)くEb,mJ.Pである場合は,0≦i;1',かつ,p〟 -0を満た

すjのなかで,ploIPpU)を最大とするjをJLaxとしたとき,pduax)-1とするO図5.16
の例では,Eb(4)がEb,mJ･Dを下回っている(同図(e)).しかし,pd(0)とpd(1)がすで

に1であるため,Step5の操作でディーゼル発電機の出力を上げることはできない｡

そこで,ディーゼル発電機を停止すると仮決定していた区間2T≦t(4Tのうち,

pJ(2)-pp(2)〉pJ(3)-pp(3)であることから,区間2T<-tく3Tにおいて,ディーゼル発電

機の出力電力pよ2)を1とする(同図(f)).

(Step7)

Eb(I+1)が,蓄電池容量Eb.ma,を超える場合は,蓄電池残存電力量EbU),U-1,

2,‥ .,jt1)がEb,mJ･nを下回らないという制約条件の下で,ディーゼル発電機の出力

pよカ,U'=0,1,‥.,1)をEb(jr1)≦Eb,JWaXとなるよう減少させるO
図5.16の例では,太陽光発電電力が負荷電力を上回り蓄電池を充電するため

Eb(7)がEb,maxk超えている(同図(g))oしたがって,pよ2)を低下させる(同図(h))こと

により,Eb(7)=Eb,m8,としている(同図(i))0

(step8)

)'の値を1増加させ,Step4に戻るDこれを,)'=n-1まで繰り返すo図5.16の例

では,最終的に同図(h)がディーゼル発電機の発電計画となる｡なお,これはディ

ーゼル発電機の出力決定手順を説明するための例であるのでここで留めているが,

i〉7Tでも太陽光発電電力が負荷電力を上回ると予測されるならば,さらにpよ2)

を下げて蓄電池充電状態の下限を下回らない範囲で低く抑える必要がある｡
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図5.16太陽光発電電力予測を用いたディーゼル

発電機出力決定手順の概略
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5.3.3シミュレーションによる運用方法の検証

(1)シミュレーション方法

提案手法を検証するため,2000年の1月から12月のうち,装置の都合などで計測

できなかった日を除く354日の太陽光発電電力の実測データを用いてシミュレーショ

ンを行った｡計測は5秒間隔で行っており,シミュレーションもこれに合わせて5秒間

隔で各値の計算を行っている｡

ディーゼル発電機の出力電力は,30分毎の太陽光発電電力と負荷電力の平均

値を24時間予測して決定した(5.3.2節で述べたTを30分,Dを48としている)0

この運転計画は,やはり30分毎に更新している｡

(2)太陽光発電電力の予測方法

太陽光発電電力の予測については,文献(45)の方法をやや簡略化して応用し

た｡その概略は,以下のとおりである0時刻tにおける傾斜面(傾斜角6)の晴天時

の全天日射量瞬時値jlt)は,(4.1)式を変形した次式で近似できる(37)O

H(t)=IoAcowch'T'cosc(t)+Iosinh(i)il-Amh''')(1+cos6)
2(1-I.4lnA) 2

(5.14)

ここで,Ioは大気外日射強度,A は大気透過率であるOまた,A(t)は太陽高度,

6(i)は傾斜面-の太陽光入射角であり,Qを観測地点の緯度,6を赤緯として,

sinh(t)=sindsin6+cos〆cos6cosa)(t) (5.15)

cos6(t)-Sink(i)cos6+cosh(t)sinPcos(a(i)-α∫) (5.16)

cosa,(i)
sink(i)Sin〆-sin6

cosh(i)cosQi
(5.17)

と表せるOただし,aJ(i)は南を0とした太陽の時角,α(t)は太陽の方位角,α'は南

を0とした傾斜面の方位角である｡
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したがって,予測を行う時刻をt=toとし,i(I)≡te+)'Tt定義したとき,t(1)≦tく

all+1)間の晴天時に得られる太陽光発電電力量の理論的な最大値は,

Ep()A)≡I(','rl'H(i)Ap;7pdt (5.18)

で与えられるoただし,Apは太陽電池の面積,7/pは総合効率(太陽電池効率,イン

バータ効率など)であり,ここでは実測値との比較から0.1を用いている｡このとき,

太陽光発電電力のt())<-tく41'十1)間の平均電力の正規化された予測値pp(1)fま,

I(-1)≦t〈如)間の太陽光発電電力量の実測値をEp,mesとしたとき,

pp').'-Ep'1億 孟 (5･19,

で与えられる｡

なお,この方法では,Ep,mesやEp(-1)が小さくなる早朝や,また,翌 日の予測には

向かない｡このため,午前9時まで,及び翌 日の予測値にはEp(I)/TPd,ma,(その時間

帯が晴天であれば期待できる最大の電力)を用いたOこれは,予測値を考えられる

最大値にしておくことで,蓄電池残存電力量を低めに抑え,蓄電池が満充電になる

状態をなるべく避けるためである｡

(3)太陽光発電電力予測の精度

太陽光発電電力予測の実例を図5.17に示す｡薄い色で示しているのが実測値,

黒い実線が予測値である｡同図(a)は,1日中ほぼ晴天であった2000年4月1日の例

で,予測と実測がよくあっていることが分かる｡同図(b)は,ほぼ曇っていた同2日の

例であり,午前9時までは実測値に比べて予測値がかなり高い｡9時以降は,実測値

に変動がある場合は,予測値が1ステップ(30分)｢遅れた｣形になっているが,それ

以外では実測値に比較的近い時間帯も多い｡1年間の太陽光発電電力データに基
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づき,午前9時以降の予測精度を調べたところ,30分間の平均電力の年間最大値

7.8kW,年間平均値2.6kW に対して,予測値の平均二乗誤差は0.74kWであった｡
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図5.17 太陽光発電電力予測の例
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(4)シミュレーション結果

①ディーゼル発電機出力電力の例

図5.18にシミュレーション結果の例としてディーゼル発電機の出力電力などを示

す｡比較のため,5.3.2節で述べた低充電電力量方式(Method1),及びディーゼル

発電機定格出力方式 (Method2)の結果も併せて示している｡同図(a)が

Methodl,同図(b)がMethod2の結果,同図(C)は,完全な予測が行える理想的な場

合として予測の代わりに実測値を用いた結果,同図(d)は,前述の予測方法を用い

た結果である｡どちらも2000年4月1日～2日にかけての48時間のシミュレーション結

果であり,薄い色の線が不足電力,黒い実線がディーゼル発電機出力電力,点線

が蓄電池充電状態を示している｡また,表5.4に,このシミュレーションで求められた

燃料消費量などを示す.なお,燃料消費量は,ディーゼル発電機を定格出力で1

時間運転したときの燃料消費量を1として表している｡

シミュレーション条件として,7)oF=0.72, ク b=0.90,ク J･=0.80と仮定した｡蓄電池

容量は15kWhとし,充電状態の下限を0.3kWhとしている｡このシミュレーション条

件の場合,(5･12)式の ク,hの値は約1･6となり,pJ(I)-Pp(1)く77,Aが常に成り立つ.し

たがって,不足電力が多いときにディーゼル発電機を定格出力で運転し,不足電力

が少ないときには停止する運用方法が最も燃料消費量を抑えることができる｡

以上の点をふまえてシミュレーション結果について考察する｡まず,図5.18(a)の

Methodlでは,蓄電池の充放電電力量を最小にするため,通常は,ディーゼル発電

機で不足電力を過不足なく供給し,太陽光発電電力が負荷電力を上回る場合のみ

蓄電池に充電する｡図の例では,0-4時30分頃と8-20時頃のみ蓄電池が充放

電され,それ以外はディーゼル発電機が不足電力を供給している｡表5.4から分かる

ように,ディーゼル発電機発電電力量と蓄電池-の充電電力量は,他の方式に比
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べて最も少ないが,ディーゼル発電機の平均負荷率が0.41と低いため,燃料消費

量は20.62と最も多くなってしまっている｡

次に,図5.18(b)のMethod2では,蓄電池残存電力量が0になれば,ディーゼ

ル発電機を起動して定格出力で運転し,蓄電池残存電力量が容量の80%(12kWh)

以上になれば停止する｡このため,ディーゼル発電機は燃費の良い定格出力でし

か運転しないが,その分,蕃電池-の充電電力量が73.13kWhと多くなっている｡

また,8時の段階で蓄電池に既に約8kWh充電されているため,10時頃には満充電

状態になってしまっている｡その結果,最大電力制御を行えば得られるはずの

15.40kWhが充電できずに無駄になっている｡

さて,図5.18(C)の提案する予測を用いた運用方法で予測が完全で誤差を含ま

ない場合では,4-7時の時間帯は,その日の太陽発電電力量が十分であることか

ら,蓄電池残存電力量を低めに抑えるためにディーゼル発電機の起動と停止を繰り

返し,必要最小限の発電を行っている｡特に,6時30分～7時は,出力を定格値より

下げており(図中の矢印A),その結果,図中央印Bで示すように蓄電池残存電力量

が下限まで下がっているOこれにより,蓄電池が満充電状態(図中矢印Cで示す時

刻以降)にあるため充電できない太陽光発電電力量を4.44kWhとMethodlと同程度

に小さくすることができている｡17時～23時の時間帯では,不足電力が多いため基

本的にはディーゼル発電機を運転するが,蓄電池も高い充電状態であることから蓄

電池容量を超えないように時々ディーゼル発電機を停止している｡その後は,不足

電力が多い時間帯にディーゼル発電機を定格出力で運転し,その他の時間帯は停

止するという理想的な状態で運転されている｡このように,ディーゼル発電機を定格

出力の運転にほぼ限定しながら,Method2に比べて,蕃電池-の充電電力量を

48.24kWhと極力少なくしており,結果として燃料消費量も15.91と最少である｡
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表5.4図5.18の例における燃料消費量など

ディーゼル 蓄電池充 廃棄電力量 平均負荷率 燃料消費量

発電機発電電力量[kWh] 電電力量[kWh] [kWh]

Methodl 73.44 29.91 4.22 0.41 20.62

Method2 94.05 73.13 15.40 1.00 18,81

Idealprediction 79.07 48.24 4.44 0.98 15.91

最後に,図5.18(d)に示す誤差を含む実際の予測方法を用いた場合について考

察する｡理想的な場合との相違点として,図中矢印Dに示すように,蓄電池残存電

力量を下限まで下げ切れていないため,満充電となる時刻(図中矢印E)がやや早

まり,充電できない太陽光発電電力量が6.15kWhとやや増えている｡そのほか,30

-33時(2日の午前6-9時)の時間帯では,太陽光発電電力の予測値が実際より

大きいことから,蓄電池を低い充電状態に保つため,ディーゼル発電機の停止が多

くなっている｡ところが,実際には太陽電池から電力があまり得られていないため,37

時(2日13時)にディーゼル発電機の起動を余儀なくされている(図中矢印F)｡しか

し,全体的には理想的な場合と似たパターンでディーゼル発電機が運転されており,

燃料消費量も16.27と理想的な場合に近い｡

②燃料消費量の比較

図5.19に年間燃料消費量のシミュレーション結果を示す｡横軸は蓄電池容量で

5kWh毎に変化させており,縦軸は燃料消費量である｡｢Ideal｣が予測に誤差を含ま

ない理想的な場合,｢prediction｣が前述の予測を行った場合であり,比較のため

Methodl,Method2の結果も示す｡なお,Methodlの蓄電池容量OkWhの場合は,蓄
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電池を全く用いない場合で,不足電力をディーゼル発電機で供給するだけの運用

方法となる｡

Methodlでは,蓄電池の充放電電力量は少ないが,ディーゼル発電機を低負荷

率で運転することが多いため燃料消費が最も多くなっている｡Method2では,ディー

ゼル発電機を燃費のよい定格出力でしか運転しないが,その後の太陽光発電電力

量と関係なく充電を行っているため蓄電池が満充電状態になっている時間が多く,

太陽光発電電力を有効に利用できていない｡これに対して,予測を行うことにより,

ディーゼル発電機を定格出力の運転にほぼ限定しながら充放電電力量を減らし,

燃料消費量を減少させることに成功している｡当然,予測には誤差が含まれている

が,理想的な場合と比較しても燃料消費量は0.3(蓄電池容量15-30kWh時)～

1.4%(蓄電池容量5kWh時)しか増えておらず,本提案方式は有効といえる｡
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図5.19各運用運用方法による年間燃料消費量(蓄電池容量を変化させた場合,

太陽光発電設備容量 10kW,クd-0.72,クb-0.90,クl-0,80)
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図5.20は,太陽光発電装置の設備容量を5kW～25kW まで5kWずつ変化させて

計算を行った結果である｡なお,25kWの場合,年間の発電電力量(最大電力を取り

出した場合)は負荷電力量とほぼ等しくなる｡蓄電池容量は50kWhとした｡この結

果から,太陽光発電の設備容量を変えてもやはり予測を行うことで燃料消費量を削

減できることが分かる｡理想的な場合との比較では,図ではスケールの関係で両者

がほぼ重なっているが,やはり,0.3(太陽光発電5kW,10kW 時)～1.3%(太陽光発

電25kW 時)の燃料消費量の増加で収まっている｡
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図5.20各運用運用方法による年間燃料消費量(太陽光発電設備容量を変化

させた場合,蓄電池容量 50kW,クd-0.72,クb-0.90,ク)･-0.80)

次に,充電効率がもっと低い場合を仮定し,ク d=0.85,クb=0.80,クJ･-0.70とし

た場合の計算結果を図5.21に示す｡太陽光発電の設備容量は10kW である｡この

場合,(5.12)式のク,hは0.41となるので,提案手法では,ディーゼル発電機を定格

出力のみではなく,負荷率を0.41までは落として運転する場合も出てくる｡図5.19

の結果と比較すると,ク dを上げているため,Methodlの燃料消費量が少なくなり,
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予測を用いた運用法では充電効率の低下から燃料消費量が増加しているが,それ

でも他の方法より燃料消費量が少ないことに変わりない｡予測を用いた運用法を理

想的な場合と比較すると,0.7(蓄電池30kWh時)～1.7%(蓄電池5kWh時)の燃料

消費量の増加となり,やや増加の割合が増えているがわずかである｡
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図5.21各運用運用方法による年間燃料消費量(蓄電池容量を変化させた場合,

太陽光発電設備容量 10kWh,クd-0.85,クb-0.80,ク)･-0.70)

最後に,図5.14の負荷曲線とは全く異なる負荷を用いて検証した結果を図5.22に

示す｡これは,負荷電力を,3kW±Pxの範囲内で1時間毎に乱数で決定したもので,

同図の横軸がP,を表している｡すなわち,横軸がOの場合は,負荷電力が3kW

一定で1年間全く変動しない場合,横軸2.OkWの場合は,負荷電力がlkWから5kW

の範囲内で絶えず変動している場合である｡ただし,年間の総負荷電力量は等しく

なるように調節している｡蓄電池容量は15kWhで,その他の条件は図5.19のシミュ

レーションと同じであるOこのように,負荷が一定でも激しく変動しても,各方式ともあ

まり大きな違いはないことが分かる｡ただ,理想的な場合は,負荷変動が激しいほど

ー103-



燃料消費量がやや下がっているが,これは,負荷変動が激しいと高負荷と低負荷の

差が大きくなるために,高負荷率のときにディーゼル発電機を運転し,低負荷率のと

きにはディーゼル発電機を停止する本提案方式の効果がよく現れていると考えられ

る｡実際の予測を用いた場合では,あまりその効果が現れていないが,負荷が激しく

変動する場合でもMethod1,Method2に比べて燃料消費量を減らせることに違い

はない｡
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図5.22各運用運用方法による年間燃料消費量(負荷のタイプを変化させた

場合,太陽光発電設備容量 10kW,蓄電池容量 15kWh,クd-0.72,

クb-0.90,クJ･-0.80)
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5.4まとめ

本章では,風力発電,太陽光発電とディーゼル発電を統合したハイブリッドシステ

ムととらえ,需要側である船内電力の負荷変動特性,及び逆に供給側である風力及

び太陽光発電の電力変動特性に着目し,単純連系方式よりも省エネルギー効果が

高いと期待される,

･風力･太陽光発電電力をピークロード用として利用する運用方法

･太陽光発電電力の予測を用いたハイブリッドシステムの運用方法

を提案し考察を行った｡

まず,消費電力に比べ小出力の風力･太陽光発電電力を低負荷時,蓄電池に

供給し,高負荷時,ピークカットを行う運用方法について考察し,練習船"海技

丸"を対象として,風力･太陽光発電システムを導入した船舶電源システムの導入

を検討し,風力･太陽光発電電力を単純連系方式にて負荷に供給する運用方法

と,提案した運用方法を用いてシミュレーションを行った｡

提案した運用方法を用いると消費電力のピークカットによって,発電用ディーゼ

ル機関の定格出力が 29%減少し,平均負荷率の増加によって,燃料消費量を削

減できる結果になった｡船舶電源に風力発電や太陽光発電の導入を検討した場

令,設置スペース等の問題から小出力になるが,提案した運用方法によって,省

エネルギー効果を高めることができると考えるO

次に,太陽光発電とディーゼル発電を統合したハイブリッドシステムにおいて,太

陽光発電の電力変動特性に着目し,太陽光発電の発電電力の予測を用いた-イ

ブリッドシステムの運用方法を提案し,神戸商船大学の太陽光発電実験装置によっ

て計測を行った発電電力データを用いてシミュレーションを行い,予測を用いない
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運用方法(低充電電力量方式,ディーゼル発電機定格出力方式)とディーゼル発

電機の燃料消費量の比較を行った｡シミュレーション条件として,蓄電池容量,太陽

光発電電力容量及び充電効率を変化させ,また,負荷変動も考慮した｡いずれの

場合も,提案する運用方法は,太陽光発電電力を有効に利用し,蓄電池充放電電

力量を減らし,ディーゼル発電機を最適な負荷率で運転することによって,他の運

用方法に比べ燃料消費量を削減できることが確認された｡
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第6章 結論

風力発電及び太陽光発電の船舶電源-の導入に向けて,導入方法及び導入

したシステムの効果的運用方法を提案した｡

具体的に,導入するために必要な課題として,風力発電装置を船舶に導入する

方法や洋上を航行する外航船舶上の太陽電池アレイの発電電力推算法につい

て考察を行い,導入の効果に関しては燃料消費量,NOR,SOx排出量で評価する

こととした｡まず,船内電源と単純連系した場合について,大型船舶,小型船舶に

対するケーススタディを行い,次に,ディーゼル発電と風力及び太陽光発電をハ

イブリッドシステムとみた効果的運用方法の提案,及びそれら提案方法に対する

シミュレーションとケーススタディを行った｡得られた結果をまとめると以下のように

なる｡

1.実際に航行している船舶に風力発電システムの導入を検討する際の手順に

ついて,データや図面が入手できれば,船舶の種類や大きさ,航路を問わず,す

べての船舶に適用できる方法を提案した｡

2.外航船舶に太陽電池を設置した場合,グローバルに移動するため,発電量は

予測し難い｡そこで,船舶のログブックに記録されている正午位置,及び天候から

日射量を推算し,太陽光発電電力量を推定する簡便な方法を提案した｡

気象の影響については,実際の日射量と理論日射量との比で定義する天候係

数を導入し,この天候係数と雲量との相関を求めることによって,気象影響の考慮

が可能になることを示した｡
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提案した方法によって,航路別の日積算日射量を求めると,北米航路では平

均2.5kWh/m2,豪州航路では平均4.2kWh/m2,欧州航路では平均4.5kWh/m2

であり,航路によってかなり異なること,また季節別にも異なることが分かった｡この

日射量から期待できる発電電力量を推算すると,甲板上に水平に置いた太陽電

池アレイ1m2,1日あたり,北米,豪州及び欧州でそれぞれ,0.30kWh,0.50kWh,

0.53kWhとなった｡

3.提案した手法を適用し実際に航行している船舶の電源システムに適用し単純

連系方式で風力発電,太陽光発電を導入した場合,燃料消費量つまりCO2,

NOR,SOx排出をどの程度削減できるか,導入効果を調べるためにケーススタディ

を行った｡大型船舶の例として外航石炭専用船を,小型船舶の例として"深江丸"

を対象にケーススタディを行った｡

外航石炭専用船の場合,甲板上に定格出力 12.4kWの風力発電機が 12基,

及び 1905m2の太陽電池アレイの設置が可能であり,両者で使用電力量の平均

23.4%供給できる結果になったO深江丸の場合,風力発電機のみのケーススタデ

ィであるが,甲板上に定格出力 10.3kWの風力発電機を1基設置が可能であり,

使用電力量の平均 3.9%供給できる結果になった｡いずれの場合も,風力発電,

太陽光発電の導入によって燃料消費量及び,NOx,SOx排出量削減効果が得ら

れるという結果を得た｡しかし,単純連系方式では風力発電及び太陽光発電電力

量に相当する分が削減できるだけで,対象船舶全体の燃料消費量及び,NOx,

SOx排出量に対する比率は大きなものでないことが分かったo
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4. 船内ディーゼル発電と風力及び太陽光発電をハイブリッドシステムと考え,単

純連系方式よりも一層効果的な運用方法について考察し,その1つとして船内電

力負荷の変動特性に着 目したピークカット方式を提案した｡これは,風力及び太

陽光発電電力を蓄電池に充電し,電力負荷ピーク用に利用する運用方法である｡

シミュレーションと練習船"海技丸"を対象としてケーススタディを行った結果,堤

案した運用方法を用いると消費電力のピークカットによって,発電用ディーゼル機

関の定格出力が 29%減少し,平均負荷率の増加によって,単純連系方式に比べ,

燃料消費量を削減できるという結果を得た｡

5.2つ目の効果的な運用方法として,太陽光発電の発電電力変動に着目し,太

陽光発電電力を予測し,その予測に応じてディーゼル発電機の最適な出力電力

を決定する運用方法を提案した｡神戸商船大学の太陽光発電実験装置の発電

電力データを用いてシミュレーションを行った結果,提案した運用方法は,太陽光

発電電力を有効に利用し,蓄電池充放電電力量を減らし,ディーゼル発電機を

最適な負荷率で運転することによって,他の運用方法に比べ燃料消費量を削減

できることを確認した｡

以上,風力発電及び太陽光発電の船舶電源-の導入に向けて,それらの検討

方法や,運用方法に関する研究を行った｡これらの研究成果は,風力発電及び

太陽光発電の船舶電源への導入のための基礎的資料になり,海上を航行する船

舶に関するエネルギーや環境問題に貢献するものと期待される｡
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